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［防災体制等］ 

１－１　石川町防災会議条例 
 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第１節 第１ 

 

○石川町防災会議条例 

昭和37年10月30日 

条例第30号 

 

(目的) 

第1条　この条例は，災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき，石川町防災

会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

 

(所掌事務) 

第2条　防災会議は，次に掲げる事務をつかさどる。 

(1)　石川町地域防災計画並びに石川町水防計画を作成し，及びその実施を推進すること。 

(2)　町長の諮問に応じて石川町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。  

(3)　前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(4)　前3号に掲げるもののほか，法律又はこれに基づく政令により，その権限に属する事務 

 

(会長及び委員) 

第3条　防災会議は，会長及び委員をもって組織する。 

2　会長には，町長をもって充てる。 

3　会長は，会務を総理する。 

4　会長に事故あるときは，あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

5　委員には，次に掲げる者をもって充てる。 

(1)　指定地方行政機関のうちから町長が任命する者 

(2)　県の知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(3)　県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(4)　町長が町の職員のうちから指名する者 

(5)　副町長及び教育長 

(6)　消防団長 

(7)　指定公共機関又は指定地方公共機関のうちから町長が任命する者 

(8)　須賀川地方広域消防組合の職員のうちから町長が任命する者 

(9)　自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

(10) 前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要があると認め任命する者 

6　第5項第9号及び第10号の委員の任期は，2年とする。ただし，補欠の委員の任期はその前任者の残
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任期間とする。 

7　前項の委員は，再任されることができる。 

 

(専門委員) 

第4条　防災会議に，専門の事項を調査させるため，専門委員を置くことができる。 

2　専門委員は，関係地方行政機関の職員，県職員，町職員，関係指定公共機関の職員，関係指定地方

公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから，町長が任命する。 

3　専門委員は，当該専門の事項に関する調査が終了したときは，解任されるものとする。 

 

(議事等) 

第5条　この条例に定めるもののほか，防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は，会

長が防災会議にはかって定める。 

 

附　則 

この条例は，公布の日から施行し，昭和37年10月1日から適用する。 

 

附　則(平成9年条例第20号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

附　則(平成12年条例第3号)抄 

(施行期日) 

1　この条例は，平成12年4月1日から施行する。 

 

附　則(平成18年条例第6号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

附　則(平成19年条例第18号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

附　則(平成24年条例第22号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

附　則(令和6年条例第19号) 

この条例は，公布の日から施行し，令和 6年 4月 1日から適用する。 
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１－２　石川町災害対策本部条例 
 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第１節 第１、第２章 第１節 

 

石川町災害対策本部条例 

昭和37年10月30日 

条例第29号 

(目的) 

第 1条　この条例は，災害対策基本法(昭和 36年法律第 223 号)第 23 条の 2第 8項の規定に基づき，石

川町災害対策本部(以下「災害対策本部」という。)に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

(組織) 

第 2 条　災害対策本部長は，災害対策本部の事務を総括し，所部の職員を指揮監督する。 

2　災害対策副本部長は，災害対策本部長を助け，災害対策本部長に事故があるときは，その職務を代

理する。 

3　災害対策本部員は，災害対策本部長の命を受け，災害対策本部の事務に従事する。 

(部) 

第 3 条　災害対策本部長は，必要と認めるときは災害対策本部に部を置くことができる。 

2　部に属すべき災害対策本部員は，災害対策本部長が指名する。 

3　部に部長を置き，災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たり，その編成は別に定め

る。 

4　部長は，部の事務を掌理する。 

(雑則) 

第 4 条　この条例に定めるもののほか，災害対策本部に関し必要な事項は，災害対策本部長が定める。 

 

附　則 

この条例は，公布の日から施行し，昭和 37 年 10 月 1 日から適用する。 

 

附　則(平成24年条例第23号) 

この条例は，公布の日から施行する。 
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１－３　指定機関等電話番号 
 

計画書本編：第１章総則 第６節 

（１）指定地方行政機関 

（２）指定公共機関及び指定地方公共機関 

（３）警察機関  

（４）消防機関 

 機関名 電話番号

 東北総合通信局 無線通信部 陸上課 022-221-0684

 東北農政局 福島県拠点 024-534-4141

 関東森林管理局 福島森林管理署 白河支署 0248-23-3135

 気象庁 福島地方気象台 024-534-0321

 
東北地方整備局 

福島河川国道事務所 024-546-4331

 郡山出張所 024-943-6591

 東北地方環境事務所 022-722-2870

 機関名 電話番号

 石川郵便局 26-3786

 日本赤十字社福島県支部 024-545-7997

 ＮＨＫ福島放送局 024-526-4333

 東日本旅客鉄道(株)磐城石川駅 26-2638

 東日本電信電話(株) 福島支店（災害対策室） 024-522-9393

 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ(株)東北支店 022-221-8201

 東北電力ネットワーク(株)須賀川電力センター 0248-75-3531

 福島交通(株)石川営業所 0247-26-2151

 福島県トラック協会（公社）県南支部 0248-21-7167

 日本通運(株)郡山支店 024-932-1212

 福山通運(株) 郡山支店 024-959-2645

 佐川急便(株) 郡山営業所 0243-24-1076

 西濃運輸(株) 郡山支店 0248-76-3121

 機関名 電話番号

 石川警察署 26-2191

 機関名 電話番号

 石川消防署 26-3161
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（５）自衛隊 

（６）報道機関 

（７）行政機関 

県（主な関係機関） 

 

 機関名 電話番号

 陸上自衛隊福島駐屯地 024-593-1212 内線 235

 機関名 電話番号

 福島民報社石川支局 26-2843  FAX26-6886

 福島民友新聞社石川支局 26-2011  FAX26-2022

 町民ニュース社 26-2410  FAX26-2490

 夕刊いしかわ新聞社 26-2222  FAX26-2280

 機関名 電話番号

 総務部 市町村行政課 024-521-7057

 　 市町村財政課 024-521-7059

 危機管理部 危機管理課 024-521-8651

 消防保安課 024-521-7190

 　 災害対策課 024-521-7194

 　 原子力安全対策課 024-521-7819

 　 放射線監視室 024-521-8498

 生活環境部 一般廃棄物課 024-521-7249

 産業廃棄物課 024-521-7264

 保健福祉部 地域医療課 024-521-7221

 　 薬務課 024-521-7232

 農林水産部 農業振興課 024-521-7339

 　 農産物流通課 024-521-7354

 　 農地管理課 024-521-7419

 　 森林保全課 024-521-7442

 土木部 道路管理課 024-521-7503

 　 河川整備課 024-521-7483

 　 砂防課 024-521-7493

 　 建築住宅課 024-521-7519
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近隣市町村 

 

その他市町村（相互応援協定締結先） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第１節 第３ 

 

 機関名 電話番号

 県中地方振興局　県民環境部 024-935-1295

 石川土木事務所 26-2138

 千五沢ダム管理所 26-7582

 県中保健福祉事務所 0248-75-7804

 県中農林事務所　須賀川農業普及所 0248-75-2180

 市町村名 電話番号

 玉川村 57-3101

 平田村 55-3111

 浅川町 36-4121

 古殿町 53-3111

 須賀川市 0248-75-1111

 白河市 0248-22-1111

 中島村 0248-52-2111

 矢吹町 0248-42-2111

 鮫川村 49-3111

 市町名 電話番号

 東 京 都 荒 川 区（区民生活部） 03-3802-3111

 い わ き 市（危機管理部） 0246-22-1242

 小 野 町（町民生活課） 0247-72-6933

 塙 町（生活環境課） 0247-43-2111

 柳 津 町（総務課） 0241-42-2112

 宮 城 県 角 田 市（総務部） 0224-63-2111

 茨城県常陸太田市（総務部） 0294-72-3111
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１－４　町内防災関係機関 

 

 

消防団屯所 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第９節 第１ 

 

 

 機関名 所在地 電話番号

 石川町役場 字長久保 185-4 26-2111

 石川警察署 字長久保 185-2 26-2191

 　沢田駐在所 沢井字西ノ作 89-8 26-4803

 　山橋駐在所 南山形字笹目田 59-1 26-5312

 石川消防署 字当町 297-1 26-3161

 名称 所在地 名称 所在地

 石川分団第１部 字北町 96 山橋分団第１部 山形字須沢 126-1

 石川分団第２部 字高田 319-2 山橋分団第２部 板橋字八升蒔 48-1

 石川分団第３部 字南町 26 山橋分団第３部 南山形字笹目田 162-1

 石川分団第４部 字下泉 153-2 山橋分団第４部 北山形字沢尻 106

 石川分団第５部 字大室 533-1 沢田分団第１部 沢井字大池下 76-1

 石川分団第６部 字当町 109-1 沢田分団第２部 沢井字深谷 123-1

 石川分団第７部 字白石 301-5 沢田分団第３部 赤羽字風呂沢 16-1

 石川分団第８部 字王子平 78-1 沢田分団第４部 新屋敷字新覚 116-1

 石川分団第９部 字成亀 38-1 母畑分団第１部 母畑字小田口 41-3

 石川分団第 10 部 字前ノ内 119-1 母畑分団第２部 母畑字堀ノ内 9-1

 中谷分団第１部 双里字双里 10 母畑分団第３部 湯郷渡字二百畑 83

 中谷分団第２部 形見字形見 225-1 野木沢分団第１部 中野字高ノ内 134

 中谷分団第３部 谷沢字寺坂 78 野木沢分団第２部 曲木字広久保 57-1

 中谷分団第４部 坂路字馬場宿 132-1 野木沢分団第３部 塩沢字竹ノ内 66-1

 中谷分団第５部 中田字雁万田 13-4 　 　
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［応援協定、基準等］ 

２－１　応援協定等 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第１節 第３、第２章 第５節 第１・第４ 

市町村 

 協定名 協定先 締結年月日 協　　定　　内　　容 参照頁

 
1 消防相互応援協定書

玉川村、平田

村、古殿町
S43.8.10

・水、火災その他非常事態発生等の防ぎ

ょのための応援隊の派遣

12～ 

17

 
2 消防相互応援協定書 浅川町 S43.8.12

・水、火災その他非常事態発生等の防ぎ

ょのための応援隊の派遣

18～ 

19

 
3 消防相互応援協定書 鮫川村 S43.9.7

・水、火災その他非常事態発生等の防ぎ

ょのための応援隊の派遣

20～ 

21

 

4

石川町と荒川区との

非常災害時等におけ

る相互応援に関する

協定

東京都荒川区 H8.1.17

・救援用物資の提供 

・応急用資器材の提供・貸与 

・職員の派遣 

・施設の提供と被災者の受入れ

22～ 

23

 

5
災害時における相互

応援協定書

福島県いわき

市、玉川村、

平田村、浅川

町、古殿町

H12.11.27

・食糧、飲料水及び生活必需物資の供給

並びにその供給に必要な資機材の提供 

・被災者の救出、医療、防疫、施設等の

応急復旧等に必要な資機材及び物資の提

供 

・救援及び救助活動に必要な車両等の提

供 

・消火、救援、医療、防疫、応急復旧活

動等に必要な職員の派遣 

・ボランティアの斡旋 

・児童生徒の受入れ 

・被災者に対する住宅の斡旋 

・前各号に掲げるもののほか特に要請の

あった事項

24～ 

26

 

6
災害時の情報交換に

関する協定

国土交通省　

東北地方整備

局

H24.3.6

・重大な災害が発生し又は発生のおそれ

がある場合の各種情報の交換 

・災害対策現地情報連絡員（リエゾン）

の派遣

27～ 

28
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民間企業、団体（協定書に関しては、石川町 HP に掲載） 

協定名 協定先 締結年月日 協 定 内 容 参照頁

 

7
災害時における相互

応援に関する協定書

柳津町、塙

町、小野町 

(福島県Ｂ＆

Ｇ財団施設設

置町)

H25.3.5

・食糧、飲料水及び生活必需物資の供給

並びにその供給に必要な資機材の提供 

・被災者の救出、医療、防疫、施設等の

応急復旧等に必要な資機材及び物資の提

供及び斡旋 

・救援及び救助活動に必要な車両等の提

供及び斡旋 

・救援及び応急復旧活動に必要な職員の

派遣 

・ボランティアの斡旋 

・避難施設等の提供 

・前各号に掲げるもののほか特に要請の

あった事項

29～ 

31

 

８

大規模災害時におけ

る相互応援に関する

協定書

宮城県角田市 H25.11.22

大規模災害が発生した場合、被災した自

治体の要請に応え、応急対策及び復旧対

策を円滑に遂行することにより、被災自

治体の被害の軽減と住民生活の安定を図

る

32～ 

33

 

９

原子力災害時におけ

る常陸太田市民の県

外広域避難に関する

協定書

茨城県常陸太

田市
H29.9.21

茨城県常陸太田市の周辺地域において原

子力災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合においての市民の受け入れ

34～ 

35

 協定名 協定先 締結年月日 協　　定　　内　　容 備考

 

1

災害時における石川

町内郵便局、石川町

間の協力に関する覚

書

石川町内郵便

局
H9.9.3

・災害救助法適用時における郵便、為替

貯金及び簡易保険の郵便事業に係わる災

害特別事務取扱い及び援護対策 

・必要に応じ、避難所に臨時郵便差出箱

の設置

 

2

災害時における応急

対策業務の支援に関

する協定

石川町建設協

力会
H21.6.16 ・建設機材、資材及び作業員の派遣

 

3
地震等大規模災害に

関する基本覚書

東日本旅客鉄

道株式会社
H24.4.26

・災害時に協力して町民及び鉄道利用者

等に安全な環境を提供することを目的と

し、協力内容や役割分担等必要な事項を

定め、円滑な災害対策を実施する

 

4
地震等大規模災害に

関する確認書

ＪＲ水戸支社

磐城石川駅
H25.10.1

上記覚書で定める基本事項について具体

的に定め、より現地に即した迅速な対応

が可能となるよう連携する

 

5

災害時における隊友

会の協力に関する協

定書

公益社団法人

福島県隊友会

石川支部

H26.7.24
災害時における隊友会の協力に関し必要

な事項等を定める
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協定名 協定先 締結年月日 協 定 内 容 備考

 

6
災害時の協力に関す

る協定書

東北電力株式

会社須賀川営

業所

H27.3.13

大規模な停電等が発生した場合におい

て、緊密な連携を保ち、住民の生活と安

全を確保するために電力設備の迅速かつ

円滑な復旧を図る

 

7

災害発生時における

石川町と石川町内郵

便局の協力に関する

協定

石川町内郵便

局
H28.6.30

緊急車両等としての車両の提供、情報の

提供 

避難所における郵便物の収集・交付

 
8

災害用ＬＰガス設備

使用に関する合意書

株式会社八幡

屋
H30.12.26

災害時において、災害用ＬＰガス設備等

の使用に関し必要な事項を定める

 
9

災害に係る情報発信

等に関する協定

ヤフー株式会

社
R1.6.6

災害に備えて、情報発信等に関する必要

な事項を定める

 

10

災害等発生時におけ

る葬祭用品の調達等

に関する協定

福島県葬祭業

協同組合 

福島県霊柩自

動車組合

R1.7.17

災害等発生時における葬祭用品の調達、

遺体の処理及び搬送等に関する事項を定

める

 

11

災害時におけるＬＰ

ガス等の供給協力に

関する協定書

福島県ＬＰガ

ス協会郡山支

部

R1.7.26

災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合におけるＬＰガス及びガス器具等

の調達及び供給並びに二次災害等の防止

に関する事項を定める

 

12

石川町と日本郵便株

式会社石川町内郵便

局との包括的連携に

関する協定書

石川町内郵便

局
R1.9.11

人的・物的資源を有効に活用して、住民

福祉の向上及び地域の活性化等を図るこ

とを目的とする。

 

13
災害時の協力に関す

る覚書

須賀川瓦斯株

式会社
R2.1.16

災害時において自家発電による電源の供

給や冷暖房の供給、炊き出し等を行うの

に必要な事項を定める

 

14

災害時等における物

資の供給協力に関す

る協定書

神田産業株式

会社
R2.6.18

災害時における物資の提供に関する必要

な事項を定める。

 
15

建設機械・仮設足場

レンタル基本契約書

株式会社東リ

ース
R2.9.28

建設機械・仮設足場等のレンタル契約に

関する基本的事項を定める。

 

16

災害ボランティアセ

ンターの設置・運営

等に関する協定書

社会福祉法人

石川町社会福

祉協議会

R3.2.1

災害時応急対応活動として行う、災害ボ

ラセンの設置及びそれに伴うボランティ

ア活動を円滑に実施するための必要な事

項を定める。

 

17
防災情報発信等に関

する協定書

福島テレビ株

式会社
R3.9.1

災害前兆段階での防災情報及び発災後の

生活支援情報等について、迅速かつ正確

に情報発信することを目的とする。

 
18 地域包括連携協定

ヤマト運輸

株式会社
R3.9.22

災害対策等に関し、具体的な事業を協

議のもと、連携・協力する。
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 協定名 協定先 締結年月日 協　　定　　内　　容 備考

 

19

再生エネルギーを活

用した持続可能なま

ちづくりの推進に関

する協定

日創プロニテ

ィ株式会社
R4.5.12

再生可能エネルギーの活用、脱炭素・強

靭化の検討 

地域防災力の向上、災害支援

 

20

災害時等における物

資の供給協力に関す

る協定

コトブキシー

ティング株式

会社

R5.6.21
災害時における物資の提供に関する必要

な事項を定める。
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【消防相互応援協定書　玉川村】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編　［応援協定、基準等］ ２－１　応援協定等

13



資料編　［応援協定、基準等］ ２－１　応援協定等

14

【消防相互応援協定書　平田村】 
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【消防相互応援協定書　古殿町】 
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【消防相互応援協定書　浅川町】 
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【消防相互応援協定書　鮫川村】 
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【荒川区との非常災害時等における相互応援協定書】 
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【災害時における相互応援協定書　いわき市、玉川村、平田村、浅川町、古殿町】 

 

 

災害時における相互応援協定書 
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【災害時の情報交換に関する協定書　国土交通省 東北地方整備局】 
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【災害時における相互応援協定書　柳津町、塙町、小野町】 
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【大規模災害時における相互応援協定書　宮城県角田市】 
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【原子力災害時における常陸太田市民の県外広域避難に関する協定書】 
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２－２　災害救助法による救助の程度、方法及び期間等 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 29 節  

災害救助法による救助の程度、方法及び期間について 

  

 
 

 救助の種類 l 避難所の設置

 対象 l 災害により現に被害を受け、又は受ける恐れのある者に供与する。

 支出費用 l １人１日当たり 330 円以内 

l ただし、高齢者等の要配慮に供与する福祉避難所を設置した場合は、当該地域に

おける通常の実費を加算することができる。 

(1)　避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費 

(2)　消耗器材費　　　　　　　　　　　　　(3)　建物の使用謝金 

(4)　器物の使用謝金、借上費又は購入費　　(5)　光熱水費 

(6)　仮設便所等の設置費 

l 難所での生活が長期にわたる場合等は、避難者の健康上の配慮等により、ホテ

ル・旅館等宿泊施設の借上げを実施し、供与することができる。

 期間 l 災害発生の日から７日以内

 救助の種類 l 応急仮設住宅

 対象 l 住家が全壊し、全焼し、又は流出し、居住する住家がない者であつて、自らの資

力では住家を得ることができない者に供与する。

 支出費用 (一)　建設型仮設住宅 

l 原則として、公有地を利用するものとする。ただし、適当な公有地を利用するこ

とが困難な場合は、民有地を利用することができる。 

l 一戸当たり設置のために支出できる費用は、設置に係る原材料費、労務費、付帯

設備工事費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費として、5,714,000 円以内。 

l 同一敷地内又は近接する地域内におおむね50戸以上設置した場合は、集会等に利

用するための施設を設置でき、50 戸未満の場合でも戸数に応じた小規模な施設を

設置できる。 

l 福祉仮設住宅を建設型仮設住宅として設置することができる。 

l 建設型仮設住宅の解体撤去及び土地の原状回復のために支出できる費用は、当該

地域における実費とする。 

(二)　借上型仮設住宅 

l 一戸当たりの借上げのために支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲

介手数料、火災保険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠

なものとして、地域の実情に応じた額とする。

 期間 l 災害発生の日から 20日以内に着工 

l 供与期間は最高２年以内
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 救助の種類 l 飲料水の供給

 対象 l 災害のために現に飲料水を得ることができない者に対して供給する。

 支出費用 l 水の購実入費並びに給水及び浄水に必要な機械、器具等の借上費、修繕費及び燃

料費並びに薬品費及び資材費とし、当該地域における通常の実費とする。

 期間 l 災害発生の日から７日以内

 救助の種類 l 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

 対象 l 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水(土砂のたい積等により一時

的に居住することができない状態となった者を含む。)等により被服、寝具その

他生活必需品を喪失し、又は損傷等により使用することができず、直ちに日常生

活を営むことが困難な者に対して給与又は貸与する。

 支出費用 l 被害の情に応じ次に掲げる品目の範囲内において現物をもつて行う。 

(1) 被服、寝具及び身の回り品 (2) 日用品　(3) 炊事用具及び食器　(4) 光熱材料 

l 夏季(4月～9月)、冬季(10月～3月)の季別は、災害発生の日をもって決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期間 l 災害発生の日から 10 日以内

 救助の種類 l 炊き出しその他による食品の給与

 対象 l 避難所に避難している者、又は住家に被害を受け、若しくは災害により現に炊事

のできない者に対して行う者に供与する。

 支出費用 l 主食費、副食費、燃料費等、一人一日当たり 1,160 円以内とする。

 期間 l 災害発生の日から７日以内

 

 

区分 1人世帯 2人世帯 3 人世帯 4人世帯 5 人世帯

6 人以上 1 人

を増すごと

に加算

 
全壊
全焼
流出

夏季 18,800 円 24,200 円 35,800 円 42,800 円 54，200 円 7,900 円

 
冬季 31,200 円 40,400 円 56,200 円 65,700 円 82,700 円 11,400 円

 半壊
半焼
床上
浸水

夏季 6,100 円 8,300 円 12,400 円 15,100 円 19,000 円 2,600 円

 冬季 10,000 円 13,000 円 18,400 円 21,900 円 27,600 円 3,600 円
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 救助の種類 l 医療

 対象 l 災害のために医療の途を失った者に対して、応急的に処置を行う。

 支出費用 l 救護班によって行う。やむを得ない場合は、病院又は診療所において、医療(施

術)を行う。 

l 医療は、次の範囲内において行うものとする。 

(1) 診察　(2)　薬剤又は治療材料の支給　(3) 処置、手術その他の治療及び施術 

(4) 病院又は診療所への収容　　　　　　 (5) 看護 

l 救護班による場合は、使用した薬剤、治療材料及び破損した医療器具の修繕費等

の実費。 

l 病院又は診療所による場合は、国民健康保険の診療報酬の額以内。 

l 施術者による場合は、協定料金の額以内。

 期間 l 災害発生の日から 14日以内

 救助の種類 l 助産

 対象 l 災害発生の日以前又は以後７日以内に分べんした者であって、災害のために助産

の途を失ったものに対して行う。

 支出費用 l 助産は、次の範囲内において行う。 

(1)　分べんの介助　　　　　　　　(2)　分べん前及び分べん後の処置 

(3)　脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

l 救護班等による場合は、使用した衛生材料等の実費。 

l 助産師による場合は、慣行料金の二割引以内の額。

 期間 l 分べんした日から７日以内

 救助の種類 l 被災者の救出

 対象 l 災害のために現に生命又は身体が危険な状態にある者又は生死不明の状態にある

者の捜索又は救出のために行う。

 支出費用 l 舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費と

し、当該地域における通常の実費。

 期間 l 災害発生の日から３日以内

 救助の種類 l 被災した住宅の応急修理

 対象 l 災害のために住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自ら

の資力では応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居

住することが困難である程度に住家が半壊した者に対して行う。

 支出費用 l 居室、炊事場、便所等日常生活に必要な最少限度の部分に対し現物をもって行

う。 

l 修理のために支出する費用は、一世帯当たり次に掲げる額以内。 

(1) 次に掲げる世帯以外の世帯：595,000 円。 

(2) 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯：300,000 円。

 期間 l 災害発生の日から１か月以内
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 救助の種類 l 学用品の給与

 対象 l 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水による喪失若しくは損傷等に

より学用品を使用することができず、就学上支障のある以下の児童生徒に行う。 

(1) 小学校児童(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。 

(2) 中学校生徒(義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学

校の中学部の生徒を含む。以下同じ。) 

(3) 高等学校、中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部その他これらに相当

するものとして知事が認めるもの(以下「高等学校等」という。)の生徒

 支出費用 l 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行う。 

(1) 教科書　　　(2) 文房具　　　(3) 通学用品 

l 学用品の給与のために支出する費用は、次の額以内。 

(1) 教科書代 

・小学校児童及び中学校生徒：教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け

出て、又はその承認を受けて使用するものを給与するための実費 

・高等学校等生徒：教科書及び教科書以外の教材で、知事が高等学校等の授業で使

用すると認めたものを給与するための実費 

(2) 文房具及び通学用品費 

小学校児童　　　１人当たり　4,500 円 

中学校生徒　　　１人当たり　4,800 円 

高等学校等生徒　１人当たり　5,200 円

 期間 l 災害発生の日から、教科書については１か月以内 

　　　　　　　　　その他の学用品については 15 日以内

 救助の種類 l 生業に必要な資金の貸与

 対象 l 住家が全壊し、全焼し、又は流失し、災害のため生業の手段を失った世帯に対し

て行う。

 支出費用 l 機械、器具、資材等を購入するための費用で、生業を回復する見込みが確実な具

体的事業計画があり、償還能力のある者に対して貸与する。 

l 貸与する金額は、次の額以内。 

(1) 生業費　一件当たり：30,000 円　 (2) 就職支度費　一件当たり：15,000 円 

l 生業に必要な資金の貸与には次の条件を付すものとする。 

(1) 貸与期間　二年以内　　　　　　　(2) 利子　無利子

 期間 l 災害発生の日から１か月以内
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 救助の種類 l 死体の捜索

 対象 l 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、四囲の事情により既に死亡してい

ると推定される者に対して行う。

 支出費用 l 舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費と

し、当該地域における通常の実費。

 期間 l 災害発生の日から 10日以内

 救助の種類 l 死体の処理

 対象 l 災害の際死亡した者について、死体に関する処理(埋葬を除く。)を行う。

 支出費用 l 次の範囲内において行う。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置　(2) 死体の一時保存　　(3) 検案 

l 検案は、原則として救護班によって行う。 

l 費用は、次に掲げるところによる。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置のための費用は、一体当たり 3,500 円以内。 

(2) 死体の一時保存のための費用 

・死体を一時収容するために既存の建物を利用する場合は当該施設の借上費につい

て通常の実費 

・既存の建物を利用できない場合は一体当たり 5,400 円以内。 

・死体の一時保存にドライアイスの購入費等の経費が必要な場合は、当該地域にお

ける通常の実費を加算できる。 

(3) 救護班により検案ができない場合は、当該地域の通常の実費の額以内。

 期間 l 災害発生の日から 10日以内

 救助の種類 l 障害物の除去

 対象 l 災害によつて居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が

運びこまれたため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では当該

障害物を除去することができない者に対して行う。

 支出費用 l ロープ、スコップその他障害物の除去のために必要な機械、器具等の借上費又は

購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、一世帯当たりの平均が 137,900 円以

内。

 期間 l 災害発生の日から 10日以内

 救助の種類 l 埋葬

 対象 l 災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行う。

 支出費用 l 原則として、棺又は棺材をもつて、次の範囲内において行う。 

(1) 棺(附属品を含む。) 

(2) 埋葬又は火葬(賃金職員等雇上費を含む。) 

(3)　骨つぼ及び骨箱  

l 一体当たり、大人 215,200 円、小人 172,000 円以内

 期間 l 災害発生の日から 10日以内
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※　この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、厚生労働大臣に協議

し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

 

 救助の種類 l 輸送費及び賃金職員等雇上費

 対象 l 災害によって居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が

運びこまれたため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では当該

障害物を除去することができない者に対して行う。

 支出費用 l 次に掲げる措置に要する費用とし、当該地域における通常の実費とする。 

(1) 被災者の避難に係る支援　　(2) 医療及び助産　　(3) 災害にかかつた者の救出 

(4) 飲料水の供給　　　　　　　(5) 死体の捜索　　　(6) 死体の処理 

(7) 救済用物資の整理配分

 期間 l 知事が当該救助の実施を必要と認める期間以内

 救助の種類 l 実費弁償の額の限度

 対象 l 災害救助法施行令第四条第一号から第四号までに規定する者。

 支出費用 l 日当 

(1) 医師及び歯科医師　１人１日当たり　22,400 以内 

(2) 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士及び歯科衛生士 

　　１人１日当たり　16,200 円以内 

(3) 保健師、助産師、看護師及び准看護師　１人１日当たり　16,400 円以内 

(4) 救急救命士　１人１日当たり　14,000 円以内 

(5) 土木技術者及び建築技術者　１人１日当たり　15,700 円以内 

(6) 大工　１人１日当たり　28,000 円以内 

(7) 左官　１人１日当たり　26,500 円以内 

(8) とび職　１人１日当たり　26,500 円以内 

l その他、超過勤務手当及び旅費は別途に定める額
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［通信施設等］ 

３－１　利用可能な他の通信施設 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第４節 第１ 

 

 

 

 設置機関 設置場所 電話 呼出名称 電波形式

 （有線） 

石川警察署 

石川駅

 

字長久保 185-2 

字当町 223

 

26-2191 

26-2638

 （無線） 

県衛星通信ネットワーク 

　　〃 

町広報無線 

石川警察署 

石川消防署 

マルイチ牡丹タクシー

 

字長久保 185-4(町役場) 

　　〃 

　　〃 

字長久保 185-2 

字当町 297-1 

字長久保 181-8

 

3521 

347-01 

 

26-2191 

26-3161 

26-0001

 

石川町 

　〃 

防災石川広報 

 

須消石川 

 

Ｆ３Ｅ 

衛星 

16K0F1B 

 

Ｆ３Ｅ 

Ｆ３Ｅ
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４－１　ヘリコプター発着可能地点／４－２　自衛隊災害派遣部隊の仮泊予定地

［自衛隊派遣・緊急輸送関係］ 

４－１　ヘリコプター発着可能地点 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第２、第２章 第 11節 第２・５、第 15節 第５ 

 

 

４－２　自衛隊災害派遣部隊の仮泊予定地 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第１節 第３、第２章 第 11節 第２ 

 

 

 
施　　設　　名 管理者名 所在地 連絡先 面積㎡ 備考

 

町民グラウンド（野球場） 教育長 字関根 234
26-2566 

（生涯学習課）
12,716

 母畑レークサイドセンター 

グラウンド
町長 母畑字梅木入 71-8 26-3986 9,100

 
総合体育館前駐車場 町長 字渡里沢 296-8

26-8038 

（総合体育館）
7,604

 
石川町へリポート 町長 字渡里沢 37-1

26-9127 

（防災環境課）
580

 
沢井地区防災広場 町長 字藤沢 95-13

26-9127 

（防災環境課）
5,700

 
施　　設　　名 管理者名 所在地 連絡先 収容能力 備考

 
母畑レークサイドセンター 町長 母畑字梅木入 71-8 26-3986 150
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４－３　物資の集積拠点 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 12 節 第１・第３、第２章 第 20節 第２・３ 

食品の集積、保管場所調 

 

 

 建物名称 所在地 連絡先 備考

 総合体育館 字渡里沢 296-8 26-8038

 勤労青少年ホーム 字当町 418-1 26-0475

 中谷自治センター 双里字神主 34-1 26-1457

 山橋自治センター 南山形字中野沢 55 26-1065

 沢田自治センター 沢井字大池下 77-1 26-0696

 母畑自治センター 母畑字小田口 43 26-1593

 野木沢自治センター 中野字水無 59 26-4939
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４－４　町各部の車両保有数 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 15節 第３ 

町各部の車両保有数 

 

 

 

 所属 車両台数 備考

 総務部 １５ 総務課、防災環境課

 避難対策部 　　４ 企画商工課、軽トラック(2)
 調査部 　２ 税務課

 救援対策部 １０ 保健福祉課

 建設農政部 　６ 都市建設課、農政課

 水道部 　４ 水道事業所

 教育部 　７ 教育課、生涯学習課

 小型バックホー 　１ 都市建設課

 小型除雪車 　１ 生涯学習課

 マイクロバス 　２ 総務課

 公用消防車 ２９ 消防団各分団

 計 ８１
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［避難関係］ 

５－１　指定緊急避難場所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 10 節 第２、第２章 第 12 節 第１ 

※面積÷３㎡端数５０未満切捨て（単位：人）　※凡例：災害種別（〇＝使用可 ×＝使用不可） 

 

NO 名　　称 所在地
面積 
㎡

収容人数 
(人)

災害種別

 
洪

水

土
砂
災
害

地　
　

震

大
規
模
火
災

 （石川地区）　　11 箇所

 1 第一保育所広場 字古舘 178 3,124 1,000 〇 〇 〇 〇

 2 県立石川高等学校校庭 字高田 200 16,572 5,500 〇 〇 〇 〇

 3 文教福祉複合施設（モトガッコ）広場 字関根 165 6,479 2,150 × × 〇 〇

 4 文教福祉複合施設（モトガッコ）駐車場 　　〃 6,943 2,300 × 〇 〇 〇

 5 認定こども園園庭 字関根 5-2 2,832 940 〇 × 〇 〇

 6 町民野球場 字関根 234 7,850 2,600 〇 × 〇 〇

 7 勤労青少年ホーム駐車場 字当町 418-1 1,128 350 〇 〇 〇 〇

 8 総合体育館前駐車場 字渡里沢 296-8 7,604 2,500 〇 〇 〇 〇

 9 総合体育館多目的広場 　　〃 14,560 4,850 〇 〇 〇 〇

 10 まちなか駐車場 字下泉 153-2 2,319 750 × × 〇 〇

 11 旧外槙保育所広場 字梁瀬 478 3,096 1,000 〇 〇 〇 〇

 （沢田地区）　　5箇所

 12 旧沢田小学校校庭 沢井字上ノ原 75 8,355 2,750 〇 〇 〇 〇

 13 沢田自治センター広場 沢井字上ノ原 100 2,500 800 〇 〇 〇 〇

 14 赤羽公園 赤羽字風呂沢地内 900 300 〇 〇 〇 〇

 15 安産地蔵広場 新屋敷字新覚地内 1,600 500 〇 〇 〇 〇

 16 沢井地区防災広場 沢井字藤沢地内 5,700 1,900 〇 〇 〇 〇

 （山橋地区）　　2箇所

 17 山橋自治センター駐車場 南山形字中野沢 55 826 250 〇 〇 〇 〇

 18 旧南山形小学校校庭 板橋字八升蒔 25 10,676 3,550 〇 〇 〇 〇

 （中谷地区）　　3箇所

 19 石川中学校校庭 双里字川向 165 28,033 9,300 〇 × 〇 〇

 20 中谷自治センター広場 双里字神主 34 1,350 450 × 〇 〇 〇

 21 旧中谷第二小学校校庭 中田字八又 396 9,569 3,150 〇 〇 〇 〇

 （母畑地区）　　3箇所

 22 旧母畑小学校校庭 母畑字樋田 60 3,808 1,250 〇 × 〇 〇

 23 母畑自治センター駐車場 母畑字小田口 43 600 200 〇 〇 〇 〇

 24 母畑レークサイドセンターグラウンド 母畑字梅木入 71-8 15,600 5,200 〇 〇 〇 〇

 （野木沢地区）　　3 箇所

 25 旧野木沢小学校校庭 曲木字燈篭場 5 4,900 1,600 〇 〇 〇 〇

 26 旧野木沢保育所広場 曲木字燈篭場 7 1,800 600 〇 〇 〇 〇

 27 野木沢自治センター広場 中野字水無 59 4,700 1,550 〇 〇 〇 〇
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５－２　指定一般避難所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 10 節 第３、第２章 第 13 節 第１ 

※　面積÷３㎡端数１０未満切捨て（単位：人） 

※　凡例：災害種別（〇＝適　△＝区域指定あり、建築基準） 

 

NO 名　　称 所在地
面積
㎡

管理者

収
容
人
数(

人)

電話番号

災害種別

 洪

水

土
砂
災
害

地　
　

震

備　
　

考

 （石川地区）　　9 箇所

 1 県立石川高等学校体育館 字高田 200-1 928 学校長 300 26-1656 〇 〇 〇

 2 総合体育館 字渡里沢 296-8 2,197 施設長 730 26-8038 〇 〇 〇

 3 文教福祉複合施設（モトガッコ） 字関根 165 750 施設長 250 26-2566 △ △ 〇 浸水 
土石流

 4 町体育館 　　〃 616 施設長 200 26-2566 △ △ 〇 浸水 
土石流

 5 共同福祉施設 字関根 1-1 335 施設長 110 26-3211 △ 〇 〇 浸水

 6 勤労青少年ホーム 字当町 418-1 338 施設長 110 〇 〇 〇

 7 認定こども園（ホール） 字関根 5-2 195 施設長 65 26-0150 〇 △ 〇 急傾斜

 8 保健センター 字渡里沢 37-5 180 センター長 55 26-3793 〇 〇 〇

 9 歴史民俗資料館(イシニクル） 字長久保 96 418 施設長 120 26-3768 〇 〇 〇

 （沢田地区）　　3 箇所

 10 沢田自治センター（体育館含） 沢井字上ノ原 32 864 センター長 280 26-0696 〇 〇 〇

 11 川井地区集会場 沢井字川井 225 193 施設長 50 〇 〇 〇

 12 旧沢田小学校体育館 沢井字上ノ原 75 684 学校長 220 26-2257 〇 〇 〇

 （山橋地区）　　1 箇所

 13 山橋自治センター（体育館含） 南山形字中野沢 55 339 センター長 130 26-1065 〇 〇 〇

 （中谷地区）　　5 箇所

 14 中谷自治センター（体育館含） 双里字神主 34-1 528 センター長 170 26-1457 △ 〇 〇 浸水

 15 石川中学校体育館 双里字川向 165 1,218 学校長 400 26-2315 〇 〇 〇

 16 石川小学校体育館 双里字川向 2-1 750 学校長 250 26-3335 〇 〇 〇

 17 石川町武道館 双里字川向 91-1 720 施設長 240 26-1461 〇 〇 〇

 18 旧中谷第二小学校体育館 中田字八又 396-1 660 施設長 220 〇 〇 〇

 （母畑地区）　　2 箇所

 19 旧母畑小学校体育館 母畑字樋田 60 495 施設長 160 〇 △ 〇 土石流

 20 母畑レークサイドセンター体育館母畑字梅木入 71-8 726 施設長 240 26-3986 〇 〇 〇

 （野木沢地区）　1 箇所

 21 旧野木沢小学校体育館 曲木字燈篭場 5 732 学校長 240 26-1624 〇 〇 〇



資料編　［避難関係］ ５－３　一時避難所

48

５－３　一時避難所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 10 節 第４ 

※　面積÷３㎡端数１０未満切捨て（単位：人） 

※　凡例：災害種別（〇＝適　△＝区域指定あり　地震＝建築、改修年度） 

 

NO 名　　称 所在地
面積 
㎡

管理者

収
容
人
数

(

人)

災害種別

 
洪
水

土
砂 

災
害

地
震

備
考

 （石川地区）　　9箇所

 1 北町むつみ会館 字古舘 183 172 行政区 50 △ 〇 H08 浸水

 2 三芦集会所 字高田 270 215 行政区 70 △ 〇 S43 浸水

 3 南町自治会館 字南町 36 130 行政区 40 △ 〇 S25 浸水

 4 馬場町集会所 字立ヶ岡 496 80 行政区 20 △ 〇 S42 浸水

 5 当町集会所 字当町 82-1 111 行政区 30 △ 〇 S52 浸水

 6 王子平集会所 字王子平 380 122 行政区 40 〇 〇 H13

 7 和久集会所 字和久 246-2 94 行政区 30 〇 〇 S59

 8 新屋敷集会所 字新屋敷 22-1 69 行政区 20 〇 〇 H26

 9 新田ふれあいセンター 字前ノ内 119-1 221 行政区 70 〇 〇 H08

 （沢田地区）　　7箇所

 10 赤羽集会所 赤羽字浦 26 151 行政区 50 〇 〇 S50

 11 上沢井公民館 沢井字深谷 51-2 111 行政区 30 〇 〇 S62

 12 下沢井公民館 沢井字打出 127-1 129 行政区 40 〇 〇 S43

 13 大池集会所 沢井字十三塚 34-74 164 行政区 50 〇 〇 S52

 14 古内集会所 沢井字後原 119 215 行政区 70 〇 〇 S53

 15 新屋敷農業振興会館 新屋敷字新覚 42-1 161 行政区 50 〇 〇 S51

 16 鳥内振興会館 新屋敷字屋敷下 111-1 154 行政区 50 〇 〇 S58

 （山橋地区）　　4箇所

 17 山形研修集会所 山形字須沢 372 180 行政区 60 〇 〇 S55

 18 北山形研修集会所 北山形字脇内 70-4 115 行政区 30 〇 〇 S54

 19 南山形集会所 南山形字中ノ沢 91-1 141 行政区 40 〇 〇 H09

 20 板橋ふれあいセンター 板橋字八升蒔 32-1 522 行政区 170 〇 〇 S49

 （中谷地区）　　5箇所

 21 背戸山交流センター 形見字漆方 58 104 行政区 30 〇 〇 H23

 22 谷沢公会堂 谷沢字堀ノ内 72 249 行政区 80 〇 △ S53 急傾斜

 23 坂路公会堂 坂路字馬場宿 120 164 行政区 50 〇 △ H20 土石流

 24 谷地公会堂 谷地字関本 39-1 121 行政区 40 〇 〇 S36

 25 中田区会事務所 中田字大塚 256 273 行政区 90 〇 〇 S53

 （母畑地区）　　4箇所

 26 母畑自治センター 母畑字小田口 43 171 町 50 〇 〇 S50

 27 上母畑研修集会所 母畑字七森 11-1 132 行政区 40 〇 〇 S53

 28 北山研修集会所 北山字羽貫田 230-1 132 行政区 40 〇 〇 S54

 29 湯郷渡公会堂 湯郷渡字二百畑 20-3 145 行政区 40 〇 〇 S53

 （野木沢地区）　3箇所

 30 野木沢自治センター 中野字水無 59 164 町 50 〇 〇 S48

 31 曲木研修集会所 曲木字広久保171-2 181 行政区 60 〇 〇 S57

 32 塩沢農業構造改善センター 塩沢字佐武内 89 231 行政区 70 〇 〇 S62
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５－４　指定福祉避難所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 16 節 第６、第２章 第 26 節 第１ 

 

 施設名 所在地 電話番号 収容可能人数(人) 備考

 
特別養護老人ホームさくら荘 南山形字中野沢 54 26-1100 20

 
介護老人保健施設オルキス 沢井字西ﾉ作 89-40 26-3030 5

 
桜が丘学園 字猫啼 359-1 26-2003 10

 
桜が丘学園愛生園 字猫啼 359-1 26-2094 10

 
桜が丘学園石川共生園 塩沢字割田作 34-123 26-0315 10

 
介護事業所まつたや 字長久保 92-1 26-1885 5
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［救援物資・資機材関係］ 

６－１　町営水道の補給水利の現況 
計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 12 節 第２、第２章 第 20 節 第１ 

 

 種別 施設名称 所在地 連絡先 給水方法 備考

 

浄水場　 母畑浄水場 湯郷渡字米子平 404
町水道事業所 

26-1502
給水栓

配水池貯水容量 

（満水時） 

　　２，５５０トン

 

配水池 曲木配水池 曲木字馬城免 103 
町水道事業所 

26-1502
給水栓

　　　　　〃 

８００トン

 

浄水場 赤羽浄水場 赤羽字長原 1-111
町水道事業所 

26-1502
給水栓

　　　　　〃 

４５２トン

 

配水池
飛ヶ作 

配水池
字飛ヶ作 244

町水道事業所 

26-1502
給水栓

　　　　　〃 

３３８トン
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６－２　町営応急給水資機材保有状況一覧 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 12 節 第２、第２章 第 20 節 第１ 

 

 品名 容量 個数

 非常用飲料水用袋 6リットル 200

 ポリ容器 10 リットル 10

 ポリ容器 18 リットル 16

 ポリ容器 20 リットル 16

 ポリタンク 500 リットル 9

 ステンレス製タンク 500 リットル 1

 ポリタンク 1,000 リットル 10

 アクアテナー（ターポリン製給水タンク） 300 リットル 　　　　 7

 アクアテナー（ターポリン製給水タンク） 2,000 リットル 1
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６－３　町公共施設ＡＥＤ設置場所一覧 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 11 節 第１、第 15節 第３ 

【令和 6年 12 月 1 日現在】 

 施設名 所在地 電話番号 台数 設置箇所

 石川町役場 石川町字長久保 185-4 26-2111 1 １階ロビー

 石川自治センター 石川町字南町 36 26-1554 1 玄関ロビー

 山橋自治センター 石川町大字南山形字中野沢 55 26-1065 1 玄関ロビー

 中谷自治センター 石川町大字双里字神主 34-1 26-1457 1 玄関ロビー

 沢田自治センター 石川町大字沢井字上ノ原 32 26-0696 1 玄関ロビー

 母畑自治センター 石川町大字母畑字小田口 43 26-1593 1 玄関ロビー

 野木沢自治センター 石川町大字中野字水無 59 26-4939 1 玄関ロビー

 温水プール 石川町大字双里字川向 2-2 26-5884 1 事務室

 総合体育館 石川町字渡里沢 296-8 26-8038 2 1 階ロビー等

 勤労青少年ホーム 石川町字当町 418-1 26-0475 1 １階ロビー

 石川小学校 石川町大字双里字川向 2-1 26-3335 1 職員室

 石川中学校 石川町大字双里字川向 165 26-2315 1 職員室

 保健センター(石川町社会福祉協議会) 石川町字渡里沢 37-5 26-3793 1 1 階ロビー

 母畑レークサイドセンター 石川町大字母畑字梅木入 71-8 26-3986 1 玄関ロビー

 石川町文教福祉複合施設 石川町字関根 165 26-2566 1 1 階ロビー

 石川町体育館 石川町字関根 165 1 玄関ロビー

 石川町武道館 石川町大字双里字川向 91 26-1468 1 玄関ロビー

 歴史民俗資料館 石川町字長久保 96 26-3768 1 事務室

 鈴木家主屋 石川町字下泉 163-1 1 玄関ロビー

 石川町共同福祉施設 石川町字関根 1-1 26-3211 1 1 階ロビー

 旧母畑小学校体育館 石川町大字母畑字樋田 60 1 玄関ロビー

 旧中谷第二小学校体育館 石川町大字中田字八又 396-1 1 玄関ロビー
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［災害危険箇所等］ 

７－１　土砂災害警戒区域の指定箇所［土石流］ 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第５節 第１、第２章 第８節 第２ 

令和 7年 2月 21 日現在 

 住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 板橋字高原 岩棚 警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 板橋字水鏡 茅刈場 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 大室 下泉沢-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 大室 下泉沢-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 大室 大室沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 大室 薬王寺沢 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見形見 形見 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見形見 形見沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見形見 古市場 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見形見 明内沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見字漆方 漆方 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 形見字借宿 借宿 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 形見字大工内 尾巻沢-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 形見字大工内 尾巻沢-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 形見字大工内 尾巻沢-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 形見字尾巻 尾巻１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 形見中屋敷 中屋敷沢 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見尾巻 大工内-1 警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 形見尾巻 大工内-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 北山関場 関場 1 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 北山関場 関場 2 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 北山字矢津 矢津 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 境ノ内 境ノ内 1 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 境ノ内 境ノ内 2 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 境ノ内 境ノ内 3 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 坂路字五百目 五百目 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日
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住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 坂路字五百目 馬場宿 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 坂路字反田 野出内沢１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 坂路川平 川平 1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 坂路川平 川平 2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 坂路川平 川平 3 警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 坂路川平 川平 4 警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 坂路馬場宿 飛鳥川 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 坂路野出内 野出内沢 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 塩沢字林坂 林坂 2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 211 号 平成 27 年 3月 27 日

 下泉 下泉 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 関根 関根 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里桜町 桜町 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里字川向 谷津前－１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里字川向 谷津前－２ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里字川向 谷津前－３ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里字川向 谷津前－４ 警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里字川向 谷津前－５ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里字川入 川入 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 双里字谷津 谷津１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 双里七鍬石 七鍬石 1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里七鍬石 七鍬石 2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里七鍬石 七鍬石沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里双里 双里 1 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里双里 双里沢 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里谷津前 谷津沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 双里白坂下 白坂下沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 中田字下三森 下三森 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字下矢造 下矢造１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字下矢造 下矢造２ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字高柴 高柴 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 中田字高野 高野 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 677 号 令和 3年 10 月 5 日

 中田字十文字 十文字 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日
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住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 中田上矢造 上矢造 1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 中田上矢造 上矢造 2 警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 猫啼 猫啼１ 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 猫啼 猫啼 2 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 猫啼 猫啼沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 326 号 平成 23 年 6月 28 日

 母畑字八升蒔 八升蒔 警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 母畑清水作 清水作 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 母畑湯前 湯前 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 母畑樋田 樋田 1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 母畑樋田 樋田沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 谷沢京賀ノ内 京賀ノ内沢-1 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢京賀ノ内 京賀ノ内沢-2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢京賀ノ内 京賀ノ内沢-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢坂ノ下 坂ノ下 1 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢字下ノ内 下ノ内沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 谷沢字戸賀 戸賀 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 谷沢字後作 後作沢-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字後作 後作沢-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字後作 後作沢-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字星ヶ入 星ヶ入 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 谷沢字中平 名乗川-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字中平 名乗川-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字中平 名乗川-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢字馬場ノ内 明神沢 警戒区域 福島県告示第 488 号 平成 27 年 6月 30 日

 谷沢寺坂 堤ノ内 1-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢寺坂 堤ノ内 1-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢太夫内 太夫内沢-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢太夫内 太夫内沢-2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢太夫内 太夫内沢-3 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢竹ノ下 坂ノ下 2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 屋敷ノ入 下屋敷入沢-1 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 屋敷ノ入 下屋敷入沢-2 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日
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７－２　土砂災害警戒区域の指定箇所［急傾斜地の崩壊］ 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第５節 第１、第２章 第８節 第２ 

令和 7年 2月 21 日現在 

住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 屋敷ノ入 上屋敷入沢 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 屋敷ノ入 天狗ノ入沢 警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 谷地字新屋敷 新屋敷 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 谷地字竹ノ花 竹ノ花沢-1 警戒区域 福島県告示第 211 号 平成 27 年 3月 27 日

 谷地字竹ノ花 竹ノ花沢-2 警戒区域 福島県告示第 211 号 平成 27 年 3月 27 日

 谷地字竹ノ花 竹ノ花沢-3 警戒区域 福島県告示第 211 号 平成 27 年 3月 27 日

 谷地字竹ノ内 竹ノ内沢 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 湯郷渡字前ノ内 前ノ内 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 湯郷渡湯坂 湯坂 1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 湯郷渡湯坂 湯坂 2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 553 号 平成 23 年 11 月 18 日

 湯郷渡米子平 米子平 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 595 号 平成 23 年 12 月 16 日

 住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 板橋字高原 高原 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 677 号 令和 3年 10 月 5 日

 大室 大室 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 大室 大室-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 大室 大室-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 大室 大室-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 形見字尾巻 尾巻 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 北町 北町 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 坂路字反田 反田 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 543 号 令和 2年 8月 28 日

 坂路馬場宿 馬場宿-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 坂路馬場宿 馬場宿-2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 下泉 下泉-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 下泉 下泉-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 下泉 下泉-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 下泉 下泉-4 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 新町 新町-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 103 号 平成 24 年 3 月 2 日

 新町 新町-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 103 号 平成 24 年 3 月 2 日
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住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 双里宮ノ前 宮ノ前 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 双里桜町 桜町-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 双里桜町 桜町-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 双里桜町 桜町 2号 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 双里本宮 本宮-1 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 双里本宮 本宮-2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 高田 高田-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 高田 高田-2 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 高田 高田-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 高田 高田-4 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 立ケ岡 立ヶ岡 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字下矢造 下矢造１号 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字下矢造 下矢造２号 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田字上矢造 上矢造 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 677 号 令和 3年 10 月 5 日

 中田字入山 入山 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 中田内出 矢ノ目田 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 中野字鍛治内 鍛治内 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 624 号 令和 3 年 9 月 7 日

 母畑字樋ノ口 樋ノ口 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 母畑字堀ノ内 堀ノ内 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 母畑樋田 樋田 2号-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 255 号 令和 4年 3月 29 日

 母畑樋田 樋田 2号-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 255 号 令和 4年 3月 29 日

 母畑樋田 樋田 2号-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 255 号 令和 4年 3月 29 日

 母畑樋田 樋田 2号-4 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 255 号 令和 4年 3月 29 日

 母畑樋田 樋田 1号-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 母畑樋田 樋田 1号-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 母畑樋田 樋田 1号-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 松木下 松ノ木下 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 南町 南町-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 南町 南町-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 南山形字笹目田 中屋敷 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 南山形字堂ノ上 堂ノ上 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 谷沢京賀ノ内 京賀ノ内 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日
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７－３　土砂災害警戒区域の指定箇所［地すべり］ 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第５節 第１、第２章 第８節 第２ 

令和 7年 2月 21 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 谷沢戸賀 戸賀 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢大夫内 大夫内 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 624 号 令和 3 年 9 月 7 日

 谷沢寺坂 寺坂-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢寺坂 寺坂-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷沢寺坂 寺坂-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷地伊勢房内 伊勢房内-1 警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷地伊勢房内 伊勢房内-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷地伊勢房内 伊勢房内-3 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷地字竹ノ花 竹ノ花 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 301 号 平成 30 年 3月 30 日

 谷地竹ノ花 竹ノ花-1 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 谷地竹ノ花 竹ノ花-2 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 657 号 平成 24 年 12 月 28 日

 湯郷渡字湯坂 湯坂 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 705 号 平成 29 年 10 月 27 日

 渡里沢 当町 警戒区域／特別警戒区域 福島県告示第 326 号 平成 23 年 6月 28 日

 住所 区域名 指定区域の種類 告示番号 指定年月日

 立ケ岡 立ヶ岡 警戒区域 福島県告示第 543 号 令和 2年 8月 28 日

 中田字内出 内出 警戒区域 福島県告示第 543 号 令和 2年 8月 28 日

 山形字須沢 須沢 警戒区域 福島県告示第 543 号 令和 2年 8月 28 日
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７－４　主な河川 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第４節 第１、第２章 第７節 第３ 

 

 

重要水防区域 

 

 

 

河川名
級 

種別

町　　内 

流域距離

水防団 

待機 

水位

はん濫 

注意 

水位

避難 

判断 

水位

量水票の位置
量水票の

名称

 
阿武隈川 １級 7,850ｍ 2.2ｍ 2.8ｍ 3.0ｍ

西白河郡中島村大字滑津 

字代畑川原

滑津雨量

水位

 
北 須 川 10,900ｍ 2.8ｍ 3.0ｍ 3.1ｍ 石川町字南町 石川水位

 
社 川 7,870ｍ 2.4ｍ 2.8ｍ 3.3ｍ

石川郡浅川町大字福貴作 

字乙松山

福貴作水

位

 

水系名 河川
担当 

事務所

担当水防

管理 

団体名

水防 

（消防） 

分団名

左岸 

右岸 

の別

市町村 大字 字

 
阿武隈川 今出川 石川土木 石川町 石川分団 両岸 石川町 新町

 
阿武隈川 北須川 石川土木 石川町 母畑分団 両岸 石川町 北山 関場
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８－１　医院診療所／８－２　歯科診療所

［医療機関］ 

８－１　医院診療所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 11 節 第１、第２章 第 14 節 第１ 

令和３年９月１日現在 

 

 

８－２　歯科診療所 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第 11 節 第１、第２章 第 14 節 第１ 

 

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
病床数 備考

 1 石川中央医院 字新町 55 26-2024 〇 ― ―

 2 大野診療所 字下泉 171 26-2615 〇 〇 ―

 3 添田医院 湯郷渡字米子平 192 26-2538 〇 ― ―

 4 田中内科医院 字立ヶ岡 50 26-3333 〇 ― ―

 
5

とりごえ整形外

科クリニック
形見字尾巻 184-1 26-5050 ― 〇 ―

 
6

ひらた中央病院

附属中島医院
字新町 46-1 26-3415 〇 ― ―

 
7

やまもと内科ク

リニック
双里字白坂下 75-3 26-8311 ― ― ―

 8 大竹眼科 字新町 44-2 26-4118 〇 ― ―

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
備考

 1 青柳歯科医院 字下泉 169 26-2002 ○ ―

 2 近内歯科医院 字南町 59-2 26-1577 ○ ―

 3 三瓶歯科医院 字屋敷入 62-1 26-7011 ○ ―

 4 鈴木歯科医院 字南町 91 26-2346 ○ ―

 5 中島歯科医院 字鹿ノ坂 25 26-2769 ○ ―

 6 橋本歯科医院 字南町 58-1 57-6874 ○ ―

 7 福田歯科医院 大字湯郷度字米子平 195-1 26-3343 ○ ―

 
8

石川ファミリー

歯科クリニック
大字双里字谷津前 24-2 26-0648 ― ○
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［要配慮者利用施設］ 

９－１　社会福祉施設 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第５節 第１、第２章 第８節 第２ 

（１）老人福祉施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月 1 日現在 

 

（２）障害者支援施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月 1 日現在 

 

（３）児童福祉施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月 1 日現在 

 

 

 

 N

o
施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 
1

特別養護老人ホーム 

さくら荘
南山形字中野沢 54 26-1100 ― ― 80

 
2

いしかわリハビリテー

ション・ケアセンター
字新町 46-1 26-1156 〇 ― 29

 
3

介護老人保健施設 

オルキス
沢井字西ノ作 89-40 26-3030 ― ― 100

 N

o
施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 桜が丘学園 字猫啼 359-1 26-2003 ― 〇 30

 2 桜が丘愛生園 字猫啼 359-1 26-2003 ― ○ 50

 3 石川共生園 塩沢字割田作 34-123 26-0315 ― ― 50

 4 愛恵自立支援センター 字古舘 321 26-1277 〇 ― 18

 5 多機能型事務所愛の郷 中野字鍛冶内 231-6 57-9580 ― ― 10

 N

o
施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 福島県立石川支援学校 字猫啼 360-3 26-5544 ― ― ―

 2 エンジェル園 字新町 80-1 26-9988 〇 ― 8

 3 プレップスクール石川 双里字本宮 56-8 57-7666 〇 〇 ―

 4 石川児童クラブ 字関根 165 26-0811 〇 〇 80



資料編　［要配慮者利用施設］ ９－１　社会福祉施設

62

（４）保育施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年 12 月１日現在 

 

（５）その他社会福祉施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年 12 月１日現在 

 

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 
1

認 定 こ ど も 園

（R7.4 開園）
字関根 5-2 26-0150 ― ― 180

 
2 クローバー保育園 字当町 67-2 26-2061 〇 ― 150

 
3 やどかり保育園 形見字尾巻 188-1 26-2606 ― 〇 19

 
4

いしかわツリート

ップ保育園
字鹿ノ坂 2 57-5550 〇 ― 14

 N

o
施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 
1

デイサービスセンター

いしかわ
字新町 98-1 26-8400 〇 ― 70

 
2

南東北春日リハデイ 

石川
字屋敷入 12 56-3711 〇 〇 44

 
3

デイサービスセンター

まつたや
字長久保 92-1 26-1855 ― ― 18

 
4

グループホームクロー

バーいしかわ
湯郷渡字湯坂 39-1 26-5222 〇 〇 18

 
5

グループホーム 

森のくまさん石川
大字双里字神主 46-1 57-9300 〇 ― 18
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９－２　学校 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第５節 第１、第２章 第８節 第２ 

（１）幼稚園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12月１日現在 

（２）小学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月１日現在 

（３）中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月１日現在 

（４）高等学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 12 月１日現在 

 

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 石川文化幼稚園 字当町 67-2 26-2061 〇 ― 150

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 石川小学校 双里字川向 2-1 26-3335 ― ― ―

 
2

野木沢小学校 

（R7.3 閉校）
曲木字燈籠場 5 26-1624 ― ― ―

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 石川中学校 双里字川向 165 26-2315 ― 〇 ―

 2 石川義塾中学校 字大室 502 26-5151 〇 〇 ―

 
No 施設名 住所 電話

洪水に 

よる浸水

土砂災害 

警戒区域
定員 備考

 1 石川高等学校 字高田 200-1 26-1656 ― 〇 ―

 2 私立石川高等学校 字大室 502 26-5151 〇 〇 ―
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［災害報告等関係］ 

10－１　被害情報報告一覧 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

 

 報告の 

種類
報告機関 報　告　の　内　容 報告時期・方法

 

災 

害 

緊 

急 

報 

告

市 町 村 

消 防 本 部 

支 部 総 務 班 

部 門 担 当 部 

防災関係機関

県等が広域的に応急対策を行うために必要な次

の重要かつ緊急性のある情報（部分情報、未確認

情報も可） 

１　人的被害 

２　住家被害（全壊・半壊・床上浸水） 

３　公共施設等被害 

４　危険物施設被害（爆発・漏洩等） 

５　土砂災害（人的・住家・公共施設被害を伴う

もの） 

６　輸送関連施設被害 

７　ライフライン施設被害（電気、電話、ガス、

水道、下水道施設被害） 

８　火災（地震による火災発生の場合に限る。） 

＊上記 1～8 に係る被害の発生・拡大の見込

み、応急対策の状況、復旧見込等を含む。 

９　避難状況、救護所開設状況 

10　災害対策本部設置等の状況 

11　災害の状況及びその及ぼす社会的影響からみ

て報告する必要があると認められるもの

①覚知後直ちに 

 

②第 1 報の後、詳

細が判明の都度

直ちに 

[電話、FAX] 
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 報告の 

種類
報告機関 報　告　の　内　容 報告時期・方法

 

災 

害 

総 

括 

報 

告

定
時
報
告

市 町 村

被害情報及び措置情報の全般的な情報を

定時に報告 

１　被害情報 

各市町村区域内の人的被害、住家被害

及びその他施設等の全般的な被害状況

（件数） 

２　措置情報 

災害対策本部の設置職員配備、住民避

難等の状況

①原則として１日２回９時・

15 時現在で把握している情

報を指定時刻まで 

 

②県から別途指定があった場

合はその指定する時刻まで

[端末入力]

 

確
定
時
報
告

同一の災害に対する応急対策が終了した

後、10 日以内に報告。本報告は、災害復旧

の基礎となるものであるから正確を期する

こと。 

１　被害情報 

各市町村内の全般的な被害状況（件

数） 

２　措置情報 

災害対策本部の設置、職員配備、住民

避難等の状況 

３　被害額情報 

各市町村内の施設被害額及び産業別被

害額

応急対策終了後 10日以内 

[端末入力及び文書]

 

災
害
年
報

４月１日現在で明らかになった１月１日

から 12 月 31 日までに発生した災害につい

て報告

４月 20日まで 

[端末入力及び文書]
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 報告の 

種類
報告機関 報　告　の　内　容 報告時期・方法

 

災 

害 

詳 

細 

報 

告

市 町 村

災害総括報告で報告した被害情報の内

容（日時・場所・原因等）及び措置情報

の詳細を報告

①原則として１日２回９

時・15時現在で把握して

いる情報を指定時刻まで 

②県から別途指定があった

場合はその指定する時刻

まで 

[端末入力又はＦＡＸ]

 

部 門 担 当 部

農林、水産、土木、商工、福祉、教

育、医療、輸送関連、ライフライン等の

各部門における施設等の被害状況、機能

障害の状況、復旧見込等について定時に

報告

①原則として１日２回９

時・15時現在で把握して

いる情報を指定時刻まで 

②県から別途指定があった

場合はその指定する時刻

まで 

[端末入力又はＦＡＸ]

 

防災関係機関

各機関の所管する施設等の被害状況、

機能障害の状況及び復旧見込等について

報告

①　同上 

②　同上 

[電話、ＦＡＸ]



資料編　［災害報告等関係］ 10－２　被害認定基準

67

10－２　被害認定基準 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

 

 被害区分 判定基準

 

人
の
被
害

死者

当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体を確認することができない

が死亡したことが確実な者。また、「災害関連死者」とは、当該災害による負傷の悪

化又は避難生活等における身体的負担による疾病により死亡し、災害弔慰金の支給等

に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）に基づき災害が原因で死亡したものと認めら

れたもの（実際には災害弔慰金が支給されていないものも含めるが、当該災害が原因

で所在が不明なものは除く。）とする。

 行方不明 当該災害が原因で住所不明となり、かつ死亡の疑いのある者。

 

負傷者

災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者。

 （重傷）１ヶ月以上の治療を要する見込の者

 （軽傷）１ヶ月未満で治療のできる見込の者。

 

住
家
の
被
害

住家
現実に住家のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問

わない。

 

棟

一つの建築物をいう。主屋より延べ面積の小さい建築物（同じ宅地内にあるもので非

住家として計上するに至らない小さな物置、便所、風呂場、炊事場）が付着している

場合は同一棟とみなす。また、渡り廊下のように、二つ以上の主屋に付着しているも

のは折半して、それぞれを主屋の付属建物とみなす。

 

世帯

生計を一にしている実際の生活単位をいう。（同一家屋の親子夫婦であっても、生活

の実態が別々であれば当然２世帯となるわけである。また、主として学生等を宿泊さ

せている寄宿舎、下宿、その他これらに類する施設に宿泊するもので共同生活を営ん

でいる者については、原則としてその寄宿舎全体を１世帯として取り扱う。）

 

全壊

住家が滅失したもので、具体的に住家の損壊、若しくは流失した部分の床面積がその

住家の延床面積の７０％以上に達したもの、又は住家の主要構造部の被害額がその住

家の時価の５０％以上に達した程度のものとする。

 

半壊

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的に

は損壊部分が、その住家の述床面積の２０％以上７０％未満のもの、又は住家の主要

構造部の被害額がその住家の時価の２０％以上５０％未満のものとする。

 
一部破損

全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のものとする。

ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく少ないものは除く。

 
床上浸水

住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが、土砂竹木のたい積

により一時的に居住することができないものとする。

 床下浸水 床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。

 

被
害 

非
住
家
の

非住家
住居以外の建築物をいう。ただし、これらの施設に常時、人が居住している場合に

は、該当部分は住家とする。

 公共建物 役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公共の用に供する建物とする。

 その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。
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［様式］ 

11－１　様式一覧 

［１．救護班診療記録等］ 

様式１－１　救護班の編成及び活動記録 

様式１－２　救護班診療記録 

様式１－３　医薬品衛生材料受払簿 

様式１－４　救護班医薬品衛生材料使用簿 

様式１－５　病院診療所医療実施状況 

［２．自衛隊等］ 

様式２－１　自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

様式２－２　自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について（依頼） 

様式２－３　自衛官及び消防吏員の作成する措置命令・措置通知書 

［３．緊急通行車両等の確認及び事前届け出事務手続き等］ 

様式３－１　緊急通行車両等事前届出証・届出済証（第１号様式） 

様式３－２　規制除外車両等事前届出証・届出済証（様式第６号） 

様式３－３　緊急通行車両返納届（様式第２号） 

様式３－４　緊急通行車両等確認申請書（第３号様式） 

様式３－５　規定する標章（第４号様式） 

様式３－６　緊急通行車両確認証明書（第５号様式） 

［４．災害救助用米穀の引渡要請書等］ 

様式４－１　災害救助用米穀の引渡要請書 

様式４－２　政府所有主要米穀売買契約書 

［５．救援物資等］ 

様式５－１　救援物資受領書 

様式５－２　災害時緊急物資供給要請書 

様式５－３　災害時物資引渡要請書 

［６．死体捜索状況記録簿等］ 

様式６－１　死体捜索状況記録簿 

様式６－２　死体処理台帳 

様式６－３　埋葬台帳 

［７．罹災関連］ 

様式７－１　罹災証明書 

様式７－２　罹災台帳 

［８．公用負担書等］ 

様式８－１　公用負担権限委任証明書 

様式８－２　公用負担証書 

［９．被害受信表等］ 
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様式９－１　被害受信表 

様式９－２　被害受信総括表 

［10．避難関連］ 

様式 10－１　避難所別避難者一覧 

様式 10－２　避難者カード 

［11．市町村の報告様式］ 

様式 11－１－１　災害緊急報告［市町村］ 

様式 11－２－１　災害総括報告 

様式 11－３　避難状況詳細報告 

様式 11－４　避難所・救護所開設状況報告 

様式 11－５－１　人的被害詳細報告 

様式 11－５－２　住家被害詳細報告 

様式 11－６　交通規制情報 

様式 11－７　火災発生状況報告 

［12．その他様式等］ 

様式 12－１　雇い上げ報告書 

資料 12－２　各部（課）職員動向表 

様式 12－３　義援金品受領書 

 



資料編　［１．救護班診療記録等］ 様式１－１　救護班の編成及び活動記録

70

［１．救護班診療記録等］ 

様式１－１　救護班の編成及び活動記録 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 14 節 第２ 

注　１　診療患者数欄は，延人員数を記入する。 

２　班の編成欄は、職種ごとの人員を記入する。 

 期間 救護所の場所 診療患者数 死体検案数 班の編成 班長職氏名 備考
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様式１－２　救護班診療記録 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 14 節 第２ 

救護班名 班長・医師氏名 印 

 

 年月日 住　　所 患者氏名 年齢 病　　名 措置概要 備　　考
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様式１－３　医薬品衛生材料受払簿 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 14 節 第２ 

注　１　品名ごとに作成する。 

２　摘要欄は、購入先又は受入先及び払出先を記入する。 

３　備考欄は、購入金額及び内訳を記入する。 

 

 

 
品名 単位呼称

 年月日 摘　　　要 受 払 残 備　　　考

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
計
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様式１－４　救護班医薬品衛生材料使用簿 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 14 節 第２ 

救護班名　　　　　　　　　　班長・医師氏名　　　　　　　　　印 

注　１　救護業務従事期間中における品目ごとの使用状況を明らかにする。 

２　摘要欄は、受入先及び払出先を記入する。 

３　備考欄は、払高数量（使用料）に対する金額を記入する。 

 

 

 医薬品衛生 

器材料品名

単位呼

称
単価 摘　　要 受 払 残 備　　考

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

計
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様式１－５　病院診療所医療実施状況 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 14 節 第２ 

様式１－５　病院診療所医療実施状況 

 

注　診療人員欄は、延人員数を記入する。 

 

 
所在地 診療機関名

診療期

間

診療人員 診療報酬
金　　額 備　　考

 入院 通院 点　数
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［２．自衛隊等］ 

様式２－１　自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 11 節 第１ 

 

御総第　　　　　号 

年　　　月　　　日 

 

福島県知事　　　　　　　　様 

石川町長　　　　　　　　印 

 

自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

このことについて、自衛隊法第 83 条第 1項の規定による自衛隊の派遣を、下記のとおり依頼します。 

 

記 

 

１　災害の情況及び派遣を要請する事由 

（１）災害の状況 

 

 

（２）派遣を要請する事由 

 

 

２　派遣を希望する期間 

年　　月　　日（　　時　　分）から災害応急対策の実施が終了するまでの間 

 

３　派遣を希望する区域及び活動内容 

（１）派遣希望区域 

 

 

（２）活動内容 

 

 

４　その他参考となるべき事項 
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様式２－２　自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について（依頼） 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 11 節 第４ 

御総第　　　　　号 

年　　　月　　　日 

 

福島県知事　　　　　　　　様 

 

石川町長　　　　　　　　印 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について（依頼） 

 

　　　年　月　日付御総第　　　号で依頼したこのことについて、下記のとおり派遣部隊の撤収要

請を依頼します。 

 

 

記 

 

１　撤収日時　　　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分 

 

２　撤収理由 

 

 

 

３　その他必要事項 
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様式２－３　自衛官及び消防吏員の作成する措置命令・措置通知書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 11 節 第３ 

（表） 

 

  

措 置 命 令 

通知書 

措　　　 置 

　年　　　月　　　日 

署長　殿 

 

第１項の規定により 

災害対策基本法第 76条の３第３項及び第４項の規定において準用する 

第２項の規定により 

措置命令 

を行ったので、同条第６項の規定により、下記のとおり通知します。 

措　　置 

所属 

氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

 

１　日　　　時

午前 

　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　時　　　　分 

午後

 ２　場　　　所

 
３　（命令・措置） 

を行った者

所属

 場所

 

４

命令の 

場　合

命　令　を 

受けた者

住 所

 氏 名

 番号標に表

示されてい

る 番 号

 

措置の 

場　合

措置に係る 

物件の 

（占有者 

・所有者 

・管理者）

住 所

 氏 名

 番号標に表

示されてい

る 番 号

 
 

５（命令・措置）の内容 
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（裏） 

用紙の大きさは、Ａ４とする。 

 

 

 

６（命令・措置）を行った場

所の前後の状況

 

７　備　　　　　　考

 備考　１　６には、破損を行った場合、破損の有無及び破損状況も記載すること。 

２　（　）内については、該当するものを○で囲むこと。 

３　破損を行った場合には、破損前後の状況を撮影した写真を添付すること。 

４　所定の欄に記載できないときは、別紙に記入の上、これを添付すること。
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［３．緊急通行車両等の確認及び事前届け出事務手続き等］ 
様式３－１　緊急通行車両等事前届出証・届出済証（様式第１号） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

　様式第１号（第４関係） 

 

  
　災　　　害 
　地 震 防 災 応急対策用 
　原子力災害      　 
  国 民 保 護 措 置 用 
 
　　　　緊 急 通 行 車 両 等 事 前 届 出 書 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日 
　　　　福島県公安委員会　 
 
　　　　　　　　　　届出者住所 
                          （電話）（　　　）　　　局　　　　番 
                          氏名　　　　　　　　　　　　　　　

 
　災　　　害                               　　第　　　　　号 
  地震防災 応急対策用 
  原子力災害 
　国 民 保 護 措 置 用 
 
　　　　緊急通行車両等事前届出済証 
 
    左記のとおり事前届出を受けたことを証する 
 
                                  　　　　年　　　月　　　日 
 
 
                                福島県公安委員会　　　　　印　

 番 号 標 に 表 示 
されている番号

 
 

 
 (注)１　災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法、原子力災害対 
　　　 策特別措置法又は武力攻撃事態等における国民の保護のための 
　　 措置に関する法律に基づく交通規制が行われたときには、この 
     届出済証を最寄りの警察本部、警察署、交通検問所等に提出し 
     て所要の手続を受けてください。 

 
　　 ２　届出内容に変更が生じ、又は本届出済証を亡失し、滅失し、 
　　　 汚損し、若しくは破損した場合には、福島県公安委員会（警察 
　　　 署経由）に届け出て再交付を受けてください。 
 
　　 ３　次に該当するときは、本届出済証を返還してください。 
　　　 (1) 緊急通行車両等に該当しなくなったとき。 
　　　 (2) 緊急通行車両等が廃車となったとき。 
　　　 (3) その他、緊急通行車両等としての必要性がなくなったとき。　
　　　　  
 
 
 
 
 
 

 車両の用途（緊急輸
送を行う車両にあっ
ては、輸送人員又は
品名）

 
 
 
 

 

使用者

住　所

 
 
 
       （電話）（　　　）　　　局　　　　番

 

氏　名

 
 
 

 
出　発　地

 
 

  
　(注)　この事前届出書は２部作成して、当該車両を使用して行う業 
　　　務の内容を疎明する書類を添付の上、車両の使用の本拠の位置 
　　　を管轄する警察署に提出してください。 
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様式３－２　規制除外車両等事前届出証・届出済証（様式第６号） 
計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

　様式第６号（第５関係） 

 

  
　災　　　害 
　原子力災害       
  国 民 保 護 措 置 用 
 
 
　　　　規 制 除 外 車 両 事 前 届 出 書 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日 
　　　　福島県公安委員会　 
 
　　　　　　　　　　届出者住所 
                          （電話）（　　　）　　　局　　　　番 
                          氏名　　　　　　　　　　　　　　　

 
　災　　　害                               　　第　　　　　号 
  原子力災害 
  国 民 保 護 措 置 用 
 
 
　　　　規制除外車両事前届出済証 
 
 
    左記のとおり事前届出を受けたことを証する 
 
                                  　　　　年　　　月　　　日 
 
 
                                福島県公安委員会　　　　　印　

 番 号 標 に 表 示 
されている番号

 
 

 
 (注)１　災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法又は武力攻撃事　　
　   態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づく交　　　 
  通規制が行われたときには、この届出済証を最寄りの警察本部、　　　 
警察署、交通検問所等に提出して所要の手続を受けてください。 
 
　　 ２　届出内容に変更が生じ、又は本届出済証を亡失し、滅失し、　　
　   汚損し、若しくは破損した場合には、福島県公安委員会（警察　　　 
  署経由）に届け出て再交付を受けてください。 
 
　　 ３　次に該当するときは、本届出済証を返還してください。 
　　　 (1) 緊急通行車両等に該当しなくなったとき。 
　　　 (2) 緊急通行車両等が廃車となったとき。 
　　　 (3) その他、緊急通行車両等としての必要性がなくなったとき。　
　　　　  
 
 
 
 
 
 
 
 

 車両の用途（緊急輸
送を行う車両にあっ
ては、輸送人員又は
品名）

 
 
 
 

 

使用者

住　所

 
 
 
       （電話）（　　　）　　　局　　　　番

 

氏　名

 
 
 

 
出　発　地

 
 

  
　(注)　この事前届出書は２部作成して、当該車両を使用して行う業 
　　　務の内容を疎明する書類を添付の上、車両の使用の本拠の位置 
　　　を管轄する警察署に提出してください。 

応急対策用応急対策用
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様式３－３　緊急通行車両返納届（様式第２号） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

様式第２号（第４、第５関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　福島県公安委員会　 

　（交通規制課長） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　返納者住所 

                                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　 

 

返　　納　　届 

　 

 

　　　　　　　　　　緊急通行車両等事前届出済証 

下記の理由により、　　　　　　　　　　　　　　を返納します。 

　　　　　　　　　規制除外車両事前届出済証 
　　　　　　　　　 

 

  

受理（交付） 

番　　　号

 

番号標に表示 

されている番号

 

返 納 理 由

 

備　考 
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様式３－４　緊急通行車両等確認申請書（様式第３号） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

（　　　警察署）第　　　　号 

 

 

 

  

緊急通行車両等確認申請書 

年　　月　　日 

福島県知事　　　　　　　　　　 

福島県公安員会　　　　　　　　 

申請者　住所 

 

氏名　　　　　　　　　　　　　印

 番号標に表示　　　　　　　　  

されている番号

 車両の用途（緊急輸送

を行う車両にあっては

輸送人員または品名）

 

 

使用者

住　所

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）(　　　　　)　　　　　　局　　　　　　番

 
氏　名

 

 
通　行　日　時

 

 

通　行　経　路

出　　発　　地 目　　的　　地

 

 
備　　　　考
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様式３－５　規定する標章（様式第３） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

別記様式第３（第６条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　１　色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期

限」、「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表

示する部分を白色、地を銀色とする。 

２　記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３　図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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様式３－６　緊急通行車両確認証明書（様式第４） 

計画書本編：一般災害対策編 第１章 第９節 第３、第２章 第 17節 第２ 

別記様式第４（第６条関係） 

備考 用紙は、日本産業規格 A5 とする。 

 

 　第　　　号 

 

年　　月　　日 

緊急通行車両等確認証明書 

 

知　　事　　　　○印　 

 

公安員会　　　　○印　

 番号標に表示されて 

いる番号

 車両の用途（緊急輸送

を行う車両にあっては

輸送人員又は品名）

 

使用者

住　所

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　　　)　　　　　　局　　　　　　番

 
氏　名

 

 
通　行　日　時

 

 

通　行　経　路

出　　発　　地 目　　的　　地

 

 
備　　　　考
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［４．災害救助用米穀の引渡要請書等］ 

様式４－１　災害救助用米穀の引渡要請書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 20 節 第２ 

※様式は、関東農政局通知から抜粋 

 

 

 

 

  

平成　　　年　　　月　　　日 

 

 

農林水産省政策統括官　殿 

 

 

 

 

石川町長　　　　　　　　　　　印 

 

 

災害救助用米穀の引渡要請書 

 

 

米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成 21年 5月 29 日付け 21 総食第 113 号総合

食料局長通知（平成 30 年 4 月 2 日付け一部改正））第４章Ⅰ第 11 の１に基づき、以下の

とおり要請します。

 
引渡希望数（kg） 引渡希望時期 引渡場所 引渡方法 備　考
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様式４－２　政府所有主要米穀売買契約書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 20 節 第２ 

 

 （災害救助法又は国民保護法の発動に伴う知事に対する延納売却） 

 

政府所有主要米穀売買契約書 

 

１　種類 

２　数量 

３　代金 

 

内　訳 

 

４　現品受渡場所 

５　現品受渡期限　令和　　　年　　　月　　　日 

６　代金納付場所　日本銀行本店、支店又は代理店（歳入代理店を含む。） 

７　代金納付期限　令和　　　年　　　月　　　日 

８　買　受　目　的 

 

食料安定供給特別会計契約担当官農林水産省農産局長　　　　　（以下「甲」とい

う。）と　　　　　　（以下「乙」という。）とは、上記政府所有主用米穀（以下「現

品」という。）の売買について、次の条項により契約を締結する。 

 

（延納の特約） 

第１条　甲は、乙に売却する現品の代金納付については、この契約の定めるところに 

より、延納を認めるものとする。 

 

（契約保証金・延納担保及び延納利息） 

第２条　甲は、本契約に伴う契約保証金、延納担保及び延納期間中の延納利息を免 

除するものとする。 

 

（買受代金の納付） 

第３条　乙は、買受代金を食料安定供給特別会計歳入徴収官である農林水産省農産局長

（以下「歳入徴収官」という。）の発行する納入告知書によって代金納付期限まで

 用　途 

（価格） 

区　分

種別 産年
産地 

品種

包 

装

量 

目

等 

級

数量 

（キロ数）
単　価 金　額 備　考

 

 

 計

 消 費 税 及 び 
地 方 消 費 税 
の 相 当 額

 合　計
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 に、日本銀行本店、支店又は代理店（歳入代理店を含む。）に納付しなければならな

い。 

 

２　歳入徴収官は、特に必要があると認めた場合は、前項の納付場所を指定することが

できる。 

 

（現品の引渡し） 

第４条　甲は、現品の引渡しを、政府が所有する米穀（SBS 方式により輸入された米穀

を除く。以下「政府所有米穀」という。）の販売等に関する業務を委託された者（以

下「受託事業体」という。）に行わせるものとし、受託事業体が発行する引渡通知書

（仮称）と、乙の発行する受領書を交換することによって行うものとする。 

 

２　乙は、現品受渡期限までに前項の規定による現品の受渡しを受けなければならな

い。 

 

３　甲は、乙の希望に基づき、甲が定めた現品引渡場所まで運送し、現品を引き渡すこ

とができる。 

 

（契約の内容に適合しない現品の交換） 

第５条　引き渡した現品に本契約の内容に適合しないものが発見された場合は、乙は、

直ちにその使用を中止し、速やかに受託事業体に連絡するものとする。 

 

２　受託事業体は、乙から前項の連絡を受けた場合は、乙と協議の上、契約の内容に適

合しない現品と同等の現品を乙に引き渡さなければならない。 

 

３　乙は契約の内容に適合しない現品を受託事業体に返還するものとし、返還の費用は

受託事業体が負担する。 

 

（保管料の負担区分） 

第６条　現品の保管料は、引渡通知書の交付の日の当日分から乙が負担するものとす

る。 

 

（危険負担） 

第７条　第４条による受渡しが行われた後に生じた現品の亡失損傷等の事故による損害

は、乙の負担とする。ただし、在姿のまま現品の受渡しを行った場合において、乙の

受渡しを受けた現品が甲の所有に属するもの（甲が第三者に受け渡した現品で、甲の

所有に属するものと混合保管されているものを含む。）と同一の倉庫（受託事業体が

引渡通知書において倉所、棟番、倉番又は工場を指定した場合及び引渡通知書に基づ

き保管倉庫業者が倉番を決定したときは、それぞれの倉所、棟番、倉番及び工場）に

混合して保管されている場合に生じた当該混合保管現品の亡失損傷等の事故による損

害について、乙は、その混合保管の総数に対する割合に応じて負担するものとする。 

 

（転売等の禁止） 

第８条　乙は、甲から買い受けた現品を甲の指示又は承認を受けないで転売、賃借その

他売買目的に反した処分をすることができない。 

 

（契約の解除） 

第９条　次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

(1)　乙が、この契約の全部又は一部の解除を申し出た場合。 

(2)　乙が、この契約の条項に違反した場合。 

 

（違約金） 
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 第 10 条　乙が現品受渡期限までに現品の受渡しを行わなかった場合は、甲が乙の責め

に帰し得ない事由によるものと認めた場合を除いて、乙は受渡未了現品の代価（消費

税及び地方消費税の相当額を除く。）について、当該期限　（現品受渡しの遅延が買

受代金納付の遅延による場合にあっては、当該代金納付の日とする。）の翌日から受

渡しを行った日までの日数に応じ、年 10.95 パーセントの割合の違約金を甲に納付し

なければならない。 

 

２　前項の違約金は、歳入徴収官が別に発行する納入告知書により納付しなければなら

ない。 

 

（延滞金） 

第 11 条　乙は、買受代金又は甲に納付すべき違約金（以下「元本」という。）につい

て歳入徴収官が発行する納入告知書の納付期限までに納付しなかった場合は、当該未

納額に対して納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、買受代金にあっては、

年 14.60 ﾊﾟｰセント、違約金にあっては、民法（明治 29年法律第 89号）第 404 条第

４項に規定する各期における法定利率を乗じて計算した額を延滞金として納入告知書

により甲に納付しなければならない。 

 

２　前項の延滞金は、元本と同時に納付しなければならない。 

 

３　前項により納付された金額が延滞金と元本との合計額に満たない場合には、まず延

滞金に充当し、次いで元本に充当するものとする。 

 

４　歳入徴収官は、前項によってもなお、延滞金と元本との合計額に未納額が生じて 

いる場合は、乙に納付書を発行し、乙は納付書により納付しなければならない。 

 

（責任の免除） 

第 12 条　甲は次の場合において、乙が損害を被ることがあってもその責めを負わな

い。 

(1)　天災地変その他甲又は受託事業体の責めに帰し得ない事由によって現品の受渡

しが遅延若しくは不能になった場合。 

(2)　第９条により契約を解除した場合。 

(3)　引き渡した現品に本契約の内容に適合しないものがある場合であって、当該不

適合の発生の原因が甲又は受託事業体の責めに帰し得ない場合。 

 

（期限の特則） 

第 13 条　本契約に定める期限については、その期限が行政機関の休日に関する法律

（昭和 63年法律第 91 号）第１条第１項各号に該当する場合は、その翌日をもって当

該期間とする。 

 

（調査、報告） 

第 14 条　甲は、必要があると認める場合は、乙に対し、その業務又は経理の状況に関

して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料

の提出を求めることができるものとする。 

 

２　乙が前項の定めに従わない場合は、当該債権について、納付期限を繰り上げること

ができるものとする。 

 

（協力義務） 

第 15 条　次の場合においては、乙は、甲に協力するものとする。 

(1)　甲が現品の包装容器及び副産物の処理方法について指示した場合。 

(2)　倉庫調達その他の必要に基づき、甲が現品の搬出期限を指定した場合。 

(3)　甲が、第14条により調査、報告を求めた場合。 
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（契約条項の通知） 

第 16 条　乙は、本契約に規定する条項について、契約締結後、遅滞なく関係市町村に

通知するものとする。 

 

（法令の補充適用） 

第 17 条　本契約に定めのない事項については、法令の規定によるものとする。 

 

（紛争の解決方法） 

第 18 条　本契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合は、その都度甲及び乙が誠意ある

協議を行うものとする。 

 

（合意管轄） 

第 19 条　契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審管轄裁

判所とする。 

 

本契約成立の証として、本書２通を作成し、記名押印の上、甲乙各々その１通を保有

するものとする。 

 

 

 

令和　　　年　　　月　　　日 

 

 

甲　食料安定供給特別会計契約担当官 

農林水産省農産局長　　　　　　　　　　　印 

 

乙　住所 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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［５．救援物資等］ 

様式５－１　救援物資受領書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 20 節 第３ 

受　　　領　　　書 

 

上記のとおり受給しました 

　　　　　年　　月　　日 

被災者 

住所 

 

氏名 

 区分 品　　目 数量 区分 品　　目 数量

 （１） 

　寝 

 

　具 

 

（５） 

炊　

事　

用　

具

 （２） 

　外 

 

　衣 

 

（６） 

　食 

　 

 

　器

 （３） 

　肌 

 

　着 

 

（７） 

　日 

 

用 

 

品

 （４） 

　見 

 

廻 

 

品

（８） 

光 

熱 

材 

料
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様式５－２　災害時緊急物資供給要請書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 20 節 第３ 

災害時緊急物資供給要請書 

 

様 

 

石川郡石川町長 

 

　　　　　年　　月　　日発生の　　　　　　災害に伴う被災者を救済するため、災害時における物

資の供給に関する協定書第２条の規定により下記物資の供給を要請します。 

 

記 

 

 

引取者　課名　　　　　　　　　　　　　　 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

事　　　項

内　　　　　　　　　　　容

 
品　　　　　　　　名 数　　量

 

引渡物資

 

引渡の場所

 

備　　　　考
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様式５－３　災害時物資引渡要請書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 20 節 第３ 

様 

 

石川郡石川町長 

 

　　　　年　　月　　日発生の　　　　　　　災害に伴う被災者を救済するため、災害時における物

資の供給に関する協定書第 2条の規定により下記物資の供給を要請します。 

 

記 

 

 

 

引取者氏名　　　　　　　　　課　　　　　　　　　 

 

  

事　　　　項

内　　　　容

 品　　　　名 数　　　　量

 

引き渡し物資

 

引渡しの場所

 

備　　　　考
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［６．死体捜索状況記録簿等］ 

様式６－１　死体捜索状況記録簿 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 23 節 第２ 

 
年月日 捜索地区 捜索死体

捜索用機械器具
金　額 備　考

 名　称 数量 所有者氏名
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様式６－２　死体処理台帳 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 23 節 第３ 

 

 

 

死亡年月日 死亡原因
死体発見の日

時及び場所

死　亡　者 遺　族 洗浄等の処置費
死体の一時保存 

場所・期間
備　　考  

住所・氏名 年齢 住所・氏名 関係 品名 数量 金額
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様式６－３　埋葬台帳 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 23 節 第４ 

 

注　１　埋葬を行った者が、町長の場合は、備考欄に遺族名を記入する。 

２　埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨を備考欄に記入する。 

 

 

死亡年月日 死亡原因 埋葬年月日

死　　亡　　者 埋葬を行った者 埋　　葬　　費

備　　考  
住所・氏名 年齢 関係 住所・氏名

棺（付属品

を含む）

埋葬又は

火葬料
骨箱 計

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編　［７．罹災関連］ 様式７－１　罹災証明書

96

［７．罹災関連］ 

様式７－１　罹災証明書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 30 節 第２ 

  

証第　　　　　　号 

罹　災　証　明　書 

年　　月　　日

 
世帯主住所

 
氏　　　名

  

罹 

 

災 

 

状 

 

況

災害の原因

 
罹災の年月日

 

罹災の程度

１　家　屋
（１）全壊（焼）　（２）流失　　（３）半壊（焼） 

（４）床上浸水　　（５）床下浸水

 

２　人　員
（１）死亡　　　名　　（２）行方不明　　　名 

（３）負傷　　　名

  

世

帯

人

員 

氏　　名 続柄 年齢

 

目　的

  

上記のとおり、罹災したことを証明します。 

 

年　　月　　日　　 

 

福島県石川郡石川町長　　　　　　　　　　　印
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様式７－２　罹災台帳 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 30 節 第２ 

 

罹災台帳 №　　　　　　 

 

 

家屋被害 

 

人的被害 

＊　罹災者名の番号を（　）内に記載する。 

 

 
災　害　名

 
罹災年月日・時分 年　　月　　日　　　　　時　　分

 

被災の原因

 
世帯主住所・氏名

  

 

罹 

災 

者

氏　　名 続柄 年齢 備　　考

 
１

 
２

 
３

 
４

 
５

 

被害程度
全壊　　全焼　　半壊　　半焼　　一部破損　　一部焼損　　 

流出　　床上浸水　　床下浸水

 

避難応急措

置等の状況

 

被害程度

死亡（　　　） 

行方不明（　　　） 

重傷（　　　） 

軽傷（　　　）
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様式８－１　公用負担権限委任証明書／様式８－２　公用負担証書

［８．公用負担書等］ 

様式８－１　公用負担権限委任証明書 

 

 

様式８－２　公用負担証書 

 

 

  

第　○　号 

身　　分 

氏　　名 

右の者○○の区域における水防法第 21条第 1項の権限行使を委任したることを証明する。 

年　　月　　日 

水防団長 

水防管理者又は 

消防機関の長 

氏　　名　　　　　　　㊞

 公 用 負 担 証 書 

負　担　者 住　所 

氏　名 

物 件 数 量 負 担 内 容 （使用収用処分等） 

期間 摘要 

 

年　　月　　日 

命令者職名　氏　　名　　　　　　　　　　　㊞
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［９．被害受信表等］ 

様式９－１　被害受信表 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

　年　　月　　日 

 

 
受信者氏名 受信時間 時　　　分

 

通報者

住　　所 石川町

 
氏　　名

 
電話番号

 

被災場所 

及び状況

住　　所 石川町

 
目　　標

 
河川・路線名

 被災内容 

がけ崩れ　　浸水　　道路崩壊　　電線　　看板　　家屋倒壊 

河川決壊　　人のケガ　　その他（　　　　　　　　　　） 

延長Ｌ＝　　　ｍ　　　高さＨ＝　　　ｍ　　法長ＳＬ＝　　　ｍ 

 

 

 

処理内容

 
動態図鑑位置 Ｐ　　　－　　　－ 図面番号
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様式９－２　被害受信総括表 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

 被害受信総括表
年　　　月　　　日～ 災害名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 №             

 番号 受信時間 通　報　者 被災場所 被災状況 処理内容 動態図鑑位置

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　

 　

：

住所 　 　 　 　

 　 氏名 　 　 　 Ｐ　　－　　－

 　 電話 　 　 　 　
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［10．避難関連］ 

様式10－１　避難所別避難者一覧 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 13 節 第１ 

避 難 所 別 避 難 者 一 覧（災害名　　　　　　　　　　　） 

避難所名（　　　　　　　） 

＊ 事務処理欄 

 
№ 氏　　名 住　　所 電話番号 性別 年齢 避難日時 退所日時

 
１ 男・女

 
２ 男・女

 
３ 男・女

 
４ 男・女

 
５ 男・女

 
６ 男・女

 
７ 男・女

 
８ 男・女

 
９ 男・女

 
10 男・女

 
11 男・女

 
12 男・女

 
13 男・女

 
14 男・女

 
15 男・女

 
16 男・女

 
17 男・女

 作成者氏名 備　　　　　　　考
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様式10－２　避難者カード 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 13 節 第１ 

避難者カード 

 

 

＊ このカードは、安否確認の問合せや避難者名簿の作成に使用します。個人情報の保護の観点から本

人が閲覧を認めているカードに限定しています。　□　閲覧　□　閲覧拒否 

 

 避難場所 ＊　同居家族全員を記入してください。

 避難している場

所

住　　所

 □　体育館 

　□　その他

避難日時 年　　月　　日　　時　　分 退所日 年　月　日

 退所後住所 電　話

 氏　　名 性別 年齢 避難の状況等 健康等 備考

 ふりがな

男 

・ 

女

□ この避難所に避難している 

□ 自宅に残っている 

□ 他の場所にいる 

（どこですか　　　　　　　） 

□ 連絡がとれない

□ けが 

□ 病気 

□ 要援護 

□ 死亡

 ふりがな

男 

・ 

女

□ この避難所に避難している 

□ 自宅に残っている 

□ 他の場所にいる 

（どこですか　　　　　　　） 

□ 連絡がとれない

□ けが 

□ 病気 

□ 要援護 

□ 死亡

 ふりがな

男 

・ 

女

□ この避難所に避難している 

□ 自宅に残っている 

□ 他の場所にいる 

（どこですか　　　　　　　） 

□ 連絡がとれない

□ けが 

□ 病気 

□ 要援護 

□ 死亡

 ふりがな

男 

・ 

女

□ この避難所に避難している 

□ 自宅に残っている 

□ 他の場所にいる 

（どこですか　　　　　　　） 

□ 連絡がとれない

□ けが 

□ 病気 

□ 要援護 

□ 死亡

 ふりがな

男 

・ 

女

□ この避難所に避難している 

□ 自宅に残っている 

□ 他の場所にいる 

（どこですか　　　　　　　） 

□ 連絡がとれない

□ けが 

□ 病気 

□ 要援護 

□ 死亡
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［11．市町村の報告様式］ 

様式11－１　災害緊急報告［市町村］ 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

災害緊急報告［市町村］　　　　　第 　　　報  

　　月　　日　　時　　分現在 

 ※支部への報告 未　 済 

注　覚知後、分かる範囲で迅速に報告することとし、詳細は以後判明の都度報告すること 

 災害種類 報告機関

 覚知日時 月 日 時 分覚知 報告者 TEL

 庁 舎 等 の 状 況

 庁舎での執務 可　不可 備考

 防災無線使用 可　不可 電気 通常電源・非常電源・その他［　　　　　　　　 ］ 

 災 害 規 模 概 況（人的被害及び住家被害に重点を置き記入すること）

 死傷者 □死者（ 　　　）人   □行方不明者（ 　　　）人   □負傷者　（ 　　　）人

 住家被害 □全壊（ 　　　）棟   □半 壊　　　（　　　）棟   □床上浸水（ 　　　）棟

 【判明事項】　 火災発生：□有  □無、延焼(可能性)：□有  □無、津波の発生：□有  □無 

 応 急 対 策 の 状 況（当該災害に係る応急対策が充分であるかに留意して記入すること）

 消防、水防、救急・救助等  

消防機関の活動状況

 
県、他の市町村等への応援要請 未　済

要請内容

 区域

 

自衛隊の災害派遣要請 未　済
要請内容

 区域

 ボランティアセンター設置状況 有　無

 ボランティアの活動状況 

 その他関連事項 

 措 置 情 報

 災害対策本部設置（本部設置前名称：　　　　　　　　 ）

 設置日時 月 日 時 分　出動人員 消防職員延べ　　　人 消防団員延べ　　　 人

 
津波注意報・警報

①住民への伝達：市町村防災行政無線等（　時　　分）、広報車（　　台）  

②沿岸パトロール：市町村車両（　　台）、消防関係車両（　　 台） 

 

避難等

避難種別 指示  勧告  自主避難 理由

 避難日時 月　　日　　時　　分 避難先

 避難地区名 世帯数 （　　　　　人）

 警戒区域の設定区域名 避難所 箇所開設、  世帯　 人収容

 避難所状況 
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様式11－２　災害総括報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

災害総括報告（その１）　　　　　第 　　　報  

　　月　　日　　時　　分現在 

 

 

 

※支部への報告 未　済 

 
災　害　名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 報告の種類 定時報告 確定時報告 人的被害は様式５－１、住家被害は様式５－２、

 がけくずれ被害は様式１１を添付して下さい。

 被　害　情　報

 区 分 被 害 区 分 被 害

 人
的
被
害

死 者 人

そ　

の　

他　

被　

害

道 路

箇所

 行方不明者 人

内訳

国道

 重傷者 人 県道

 軽傷者 人 市町村道

 

住　

家　

被　

害

全 壊 
(うち全焼）

棟 （　　　　　） その他

 世帯 （　　　　　）

橋りょう

箇所

 人 （　　　　　）

内訳

国管理

 半 壊 
(うち半焼）

棟 （　　　　　） 県管理

 世帯 （　　　　　） 市町村管理

 人 （　　　　　） その他

 一部破損 
(うち一部焼損）

棟 （　　　　　）

河 川

箇所

 世帯 （　　　　　）

内訳

国管理

 人 （　　　　　） 県管理

 
床上浸水

棟 （　　　　　） 市町村管理

 世帯 （　　　　　）

 人 （　　　　　） 港 湾 箇所

 
床下浸水

棟 （　　　　　） 砂 防 箇所

 世帯 （　　　　　） 清掃施設 箇所

 人 （　　　　　） がけくずれ 箇所

 
非
住
家

公共 
建物

全壊 棟 鉄道不通 箇所

 半壊 棟 被害船舶 隻

 そ
の
他

全壊 棟

水道施設

箇所

 半壊 棟
内訳

県営

 り災世帯数 世帯 その他

 り災人員 人

断水戸数

戸

 

そ
の
他
被
害

文教施設

箇所
内訳

県営

 
内訳

国立 その他

 県立 電 気 戸

 市町村立 電 話 回線

 私立 ガ ス 戸

 

病 院

箇所 ブロック･石塀 箇所

 
内訳

国立
田

流失・埋没 hａ

 県立 冠水 hａ

 市町村立
畑

流失･埋没 hａ

 私立 冠水 hａ

 火
災
発
生

建 物 件

 危 険 物 件

 そ の 他 件

 措　置　情　報

 
活
動
体
制

本部設置前の体制(名称　　　　　　　　　　　　） 災害対策本部設置

 設置日時　　　　　月　　日　　時　　分 
廃止日時　　　　　月　　日　　時　　分 

　配備人員　　　　　　　　　　　　　　人

　設置日時　　　　　　月　　日　　時　　分 
廃止日時　　　　　　月　　日　　時　　分 
配備人員　　　　　　　　　　　　　　　人

 活動人員　   　消防職員　延べ　  　　人　         　　消防団員　延べ　      　　人

 
避
難
等

避難の種別 避難地区数 避難の日時 避難世帯数 避難人数

 指示 地区 　月　　日　　時　分 世帯 人

 勧告 地区 　月　　日　　時　分 世帯 人

 自主避難 地区 　月　　日　　時　分 世帯 人

 警戒区域の設定 有・無

 避難所     　　　開設数 箇所　 現収容世帯・人数 世帯 人

 災害救助法適用 適用日時 月　　日　　時　　分
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災害総括報告（その２）　　　　第 　　　報  

　　月　　日　　時　　分現在 

 

 

備考 

定時報告時は本様式による報告は省略できるものとする

 
災　害　名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 報告の種類 定時報告 確定時報告

 
区　分 被　害　額 被　害　の　内　訳　等

 

公
共
施
設
被
害
額

公立文教施設 千円

国立分

 県立分

 市町村立分

 

農林水産業施設 千円

国管理分

 県管理分

 市町村管理分

 

公共土木施設 千円

国管理分

 県管理分

 市町村管理分

 

その他公共施設 千円

国管理分

 県管理分

 市町村管理分

 小　計 千円

 

産
業
別
被
害
額

農産被害 千円
 

 
林産被害 千円

 

 
畜産被害 千円

 

 
水産被害 千円

 

 

商工被害 千円

 

 

 
その他 千円

 

 
小　計 千円

 

 
被 害 総 額 千円
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様式11－３　避難状況詳細報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 13 節 第１ 

避 難 状 況 詳 細 報 告　　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

 災　害　名

 報告機関 報告者 ＴＥＬ

 整理 

 

番号

避難指示 警戒区域の設定 避難の状況

避難の理由 避難先
帰宅日

時

避難した

総世帯・

人員数

通信欄  
種　別 指示日時 有 無 設定日時 地区名 避難日時

世帯・人

員

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人

 指示・高齢者等

避難・自主避難

月　 日 

時　 分
有・無

月　 日 

時　 分

月　 日 

時　 分

世帯 

人

月　 日 

時　 分

世帯 

人
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様式11－４　避難所・救護所開設状況報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 13 節 第１ 

避難所・救護所開設状況報告　　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

 

 
災　害　名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 整理 

番号

避　　　難　　　所
 名　称 所　在　地 開設日時 収容可能人員 現収容人員 通　　信　　欄

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 整理 

番号

救　　　護　　　所
 名　称 所　在　地 開設日時 収容可能人員 現収容人員 通　　信　　欄

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人

 月　　　日 

　時　　　分
人 人
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様式11－５－１　人的被害詳細報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

人 的 被 害 詳 細 報 告　　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

（注意）１　項目の全てが判明しない場合でも、判明したものから順次「第１報」、「第２報」・・・として報告すること。 

２　「被災の程度」は、「死亡」・「行方不明」・「重傷」・「軽傷」の別を記載する。 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 整理 

 

番号

被災者 被災の概要

通信欄  
氏　名 住　所 年　齢 性　別

被災の

程度
被災日時 被災場所 原 因

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分

 男 

女

月　 日 

時　 分
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様式11－５－２　住家等被害詳細報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第３節 第２ 

住 家 等 被 害 詳 細 報 告　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

（注意）１　項目の全てが判明しない場合でも、判明したものから順次「第１報」、「第２報」・・・として報告すること。 

２　被災の概要の「種別」は、「全壊」・「全焼」・「半壊」・「半焼」・「一部破損」・「一部焼損」・「床上浸水」・「床下浸水」の別を記載する。（被害の認定基準参照） 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 整理 

 

番号

被災世帯 被災の概要
通信欄 

［避難、応急措置等の状況］
 

世帯主 住　所 年齢
罹災

人員
種　別 被災日時 原　　因

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分

 月　　日 

時　　分
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文教施設被害詳細報告　　　　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

※学校種別：①幼稚園、②小学校、③中学校、④高等学校、⑤大学、⑥高等専門学校、⑦盲学校、⑧ろう学校、⑨養護学校 

 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 
No 学校種別 学校名 所在地

建物被害 人的被害
授業の実施状況 通信欄

 全壊 半壊 一部損壊 床上浸水 死者 行方不明 重傷者 軽傷者

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

正常授業・授業変更 
臨時休業・その他
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公 共 土 木 施 設 被 害 詳 細 報 告　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

災 害 報 告 箇 所 別 調 書 

 

［記載上の留意事項］ 
１　本報告は、異常天然現象によって公共土木施設に被害が発生した場合、国土交通大臣あてにその状況を報告するために県土整備部において各市町村及び各地

域整備センターから報告を求める「災害箇所調書」を様式化したものであり、県土整備部でとりまとめたものを報告すれば足りるものとする。 
２　本報告は、施設区分ごとに、県管理施設、市町村管理施設及びその合計を別葉で報告するものとする。 
３　報告にあたって前記１の「災害箇所調書」を利用する場合は、「地域整備センター名」の欄に報告センター名等を記載する。 
４　［施設区分］の欄には、公共土木施設（河川、海岸、砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、橋梁等）の区分を記載し、番号は、施設

区分ごとに一連番号とする。 
５　河川、道路、橋梁については、「施設名」の欄に種別（一級河川、一般道路等）及び名称を記載する。 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 
施設区分

管理区分 県管理分 市町村管理分 合計

 事務所名等

 

番号 施設名

位置 被害延長 
及び 

右・左岸
被災原因

復旧（応急）工法 
（現在の状況）

復旧の見通 
（日時）

被害額 
（千円） 被災状況（土木施設及び一般施設） 

［道路の場合、迂回路（路線名を記入）］

 
市町村 大字
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施 設 被 害 詳 細 報 告　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 
No 施設種別 施設名 所在地

建物被害 人的被害 応急対策状況、 

復旧見込等
通信欄

 全壊 半壊 一部破損 床上浸水 死者 行方不明者 重傷者 軽傷者

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人

 

 
棟 棟 棟 棟 人 人 人 人
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様式11－６　交通規制情報 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 17 節 第２ 

交通規制情報　　　　　　　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　に伴う交通規制箇所 

 

[記載上の留意事項］ 
　１　「現状」の欄は、交通規制の現状を記載する。　例：規制中の場合＝「規」、解除が行われた場合＝「解」 
　２　「路線番号」の欄は、路線番号がない場合は記入しなくてもよい。 
　３　「規制内容」の欄は、交通規制の具体的な内容を記載する。　例：「全面通行止め」「片側通行」「大型通行止め」 
　４　「規制原因」の欄は、交通規制を実施するに至った原因を記載する。　例：「法面崩落」「路肩決壊」「道路陥没」 
　５　「規制開始」の欄は、規制を開始した日時を記載する。 
　６　「解除予定」の欄は、規制中の場合に規制が解除される予定日時を記載する。 
　７　「規制解除」の欄は、規制解除を行った日時を記載する。 
　８　「備考」の欄は、迂回路、被害の詳細等、特記すべき事項を記載する。 
　９　「センター名等」の欄は、当該道路の管理する地域整備センター名、事務所名等を記載する。 

 報告月日 年　　月　　日 調査日時 月 　日 　時 　分現在 報告機関 報告担当者 TEL

 現状 番号 路線番号 路線名 規制箇所 規制内容 規制原因 規制開始 解除予定 規制解除 備考 センター名等
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様式11－７　火災発生状況報告 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第９節 第７ 

火 災 発 生 状 況 報 告　　　　　　　　　第 　　　　　　報  

※地震災害時のみ 　　　月　　　日　　　時　　　分現在 

 

 
通信欄 

 
災害名

報告機関

 報告者 ＴＥＬ

 整理 

番号
出火場所

出火日時 

（覚知）
鎮火日時 出火原因

人的被害 焼損 

物件
程度 焼損面積 延焼の状況

 死者 行方不明 重傷 軽傷

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥

 月　　日 
 

時　　分

月　　日 
 

時　　分

名 名 名 名

 全焼 
半焼 
部分

㎥
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［12．その他様式等］ 

様式12－１　雇い上げ報告書 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第 16 節 

注　救助事務の種別ごとに作成すること。 

 
 

住　所 氏　名 年　齢 単　価

月　分　 基本賃金 割増賃金
 

計 受領印 備考
 

日 日 日 日 日数 金額 時間 金額

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 上記のとおり勤務したことを証明する。

 
　　年　　月　　日

 課 長 氏 名 ○印

 

（ 円（ 円（ 円
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様式12－２　各部（課）職員動向表 

計画書本編：一般災害対策編 第２章 第２節 第３ 

 　　　　　　年　　　月　　　日（　　　　　　　　　　　　　災害） 　　　　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　

 
氏　　名 登庁時間

配置場所 配置場所 配置場所 配置場所 配置場所
退庁時間

 出発時間 帰庁時間 出発時間 帰庁時間 出発時間 帰庁時間 出発時間 帰庁時間 出発時間 帰庁時間

 　
：

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

 　
：

　 　 　 　 　 　
：

 　 ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：
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様式12－３　義援金品受領書 

計画書本編：一般災害対策編 第３章 第２節 第１ 

 

 

義　援　金　品　受　領　書 

 

 

 

 

 

 

上記について確かに受領いたしました。 

 

 

年　　月　　日 

 

 

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　 

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様 

 

 

石川町災害対策本部長 

 

石川町長　　　　　　　　　　　印 

 課　長 課長補佐 係　長 係

 

 
千 百 十 万 千 百 十 円

 

 
品　　　名 数　量 摘　　　要

 


